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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

総合報告書 

 
地域特性に応じた発達障害児の多領域連携における支援体制整備に向けた研究 

 

研究代表者 本田 秀夫（信州大学医学部子どものこころの発達医学教室） 

 
研究要旨 

 本研究の目的は、地域特性に応じた発達障害児の乳幼児期から学齢期のステージにおける多領域連

携支援体制の標準的な流れを示すこと、および各自治体が個々の事例に対して多領域連携支援体制の

流れを作成するための手引きを作成することである。 

1. 発達障害の医療体制に関する法制度整備に関する調査研究 

 発達障害者支援法以降の医療体制に関する法制度および公的事業について検討した。地域の医療体

制整備、専門的な医療機関の設置と地域連携、一般の医療及び保健従事者への啓発、医療を担う人材

育成を軸として整備が進められているが、まだ課題が多いことが示された。 

2. 母子保健領域における発達障害支援に関連する法制度と社会資源－現状と課題－ 

母子保健領域において、発達障害児の支援体制の整備に関連する法制度や社会資源について文献調

査を実施し、現状と課題を整理した。今後、母子保健領域において、こども家庭支援センターを拠点

として地域資源を生かした支援体制を構築していく必要がある。 

3. 児童福祉領域からみた発達障害児支援 

児童福祉法に始まるわが国の児童福祉・子ども家庭福祉の法制度上の変遷について整理した。発達

障害児に対して７段階に分類して整理した。これを縦軸として、既存の公的サービスを横軸に据えた

支援サービスマップの仮案を作成した。 

4. 学校教育における発達障害者支援に関する学校と関係機関との連携体制に関する調査研究 

学校教育に関する法令や文部科学省の通知等を基に文献の整理を行った。さらに、学校教育におけ

る発達障害児支援に関する学校と関係機関との連携体制を、自治体自らが把握し見直すことができる

方法を検討することを目的として、自治体へのヒアリング調査を行った。 

5. 高齢期の発達障害者支援に関する地域支援体制に関する調査研究 

 文献レビューを行い、支援現場では発達障害者の特性を踏まえた合理的配慮が浸透しつつあること

などが示された。しかし、支援機関間の連携やライフサイクルを長期的に捉えた調査研究は少なく、

高齢期の発達障害者に関する調査研究の強化が必要であると考えられた。 

6. 多領域連携による地域支援体制のための地域診断マニュアルの作成 

「発達障害の地域支援システムの簡易構造評価（Quick Structural Assessment of Community Care 

System for neurodevelopmental disorders; Q-SACCS）」を用いて各基礎自治体の支援従事者や行政

担当者が支援体制に関する地域診断を行うためのマニュアルを作成した。 

7. 発達障害の地域ケアパス作成の手引き（案）の作成 

基礎自治体が地域ケアパスを作成できるような手引き（案）を作成した。また、「地域精神保健医

療福祉資源分析データベース（ReMHRAD）の中に、発達障害児者の支援サービスに関する社会資源

のマップを追加するための検討を行った。 

8. 発達障害の地域支援に係る母子保健システムに関する調査研究 

全国市町村母子保健主管課及び担当部署を対象に全国調査を行い調査で明らかにした支援現場の実

情を踏まえて、発達障害支援に係る母子保健システムの地域ケアパスのモデルを検討した。 

9. 「基礎自治体における就学前の発達障害児に対する地域支援体制の実態調査」に基づく分析と考察 

全国の自治体を対象とした調査を行い、地域特性に応じた発達障害児の支援について検討した。ま
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た、「発達障害のアセスメントと支援サービスのプロセス調査表」（Questionnaire: Process of 

Assessment and Support Services regarding Neurodevelopment disorders Q-PASS）」（試案2022）

を作成した。 

10. 地域の支援システムにつながっていない発達障害児者に関する文献調査 

地域の支援システムにつながっていない発達障害児について文献調査を行った。つなぎ手として

様々な職種があげられるが、中でも保健師の役割への期待があることが示された。情報提供の在り方、

援助要請に応える信頼館などが、今後の体制整備の課題となっていた。 

 本研究によって、乳幼児期から学童期にいたる時期の発達障害児およびその家族に対する地域支援

について、すべての基礎自治体で共通に整備されるべきと思われる支援の流れの骨子と、人口規模な

どの地域特性に応じた柔軟な運用を可能とするシステム・モデルのあり方が示された。また、地域ケ

アパス作成の手引き（案）により、地域に住むすべての発達障害児およびその家族が確実に支援サー

ビスを受けることができる体制づくりが期待される。 

 

 
研究分担者 

小倉加恵子 （国立成育医療研究センター／鳥取県子育て・人材局，倉吉保健所） 

小林真理子 （山梨英和大学人間文化学部） 

日詰正文 （独立行政法人のぞみの園研究部） 

研究協力者 
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岩佐光章 （横浜市総合リハビリテーションセンター） 

若子理恵 （豊田市こども発達センター） 

高橋和俊 （ゆうあい会石川診療所） 

関正樹 （大湫病院） 

佐竹隆宏 （鳥取県総合療育センター） 

永春幸子 （信州大学医学部子どものこころの発達医学教室） 

今出大輔 （おかやま発達障害者支援センター） 

天久親紀 （沖縄中部療育医療センター） 

久貝晶子 （沖縄県発達障がい者支援センター「がじゅま～る」） 

松田佳大 （上伊那圏域障がい者総合支援センターきらりあ） 

中嶋彩 （信州大学医学部子どものこころの発達医学教室／こころのサポートセンターネ

ストやまなし） 

槻舘尚武  （山梨英和大学人間文化学部） 

有泉風 （こころのサポートセンターネストやまなし） 

吉田光爾 （東洋大学福祉社会デザイン学部社会福祉学科） 

与那城郁子 （国立障害者リハビリテーションセンター） 

渡邉 文人 （国立障害者リハビリテーションセンター） 
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Ａ．研究目的 

 発達障害の支援は、住んでいる地域で乳幼

児期から切れ目なく多領域連携のもと提供さ

れることが重要である。一方、自治体の規模な

どの要因による地域特性の違いから、支援体

制のあり方も一様ではない。また発達障害支

援における多領域連携の実態についても明ら

かではない。発達障害児やその家族が地域で

切れ目なく必要な支援が受けられるよう、各

自治体が地域特性を考慮した多領域連携によ

る支援体制を構築する必要がある。 

 研究代表者の本田は、平成 25～27 年度厚生

労働科学研究「発達障害児とその家族に対す

る地域特性に応じた継続的な支援の実施と評

価」[1]および平成 28～29 年度厚生労働科学研

究「発達障害児者等の地域特性に応じた支援

ニーズとサービス利用の実態の把握と支援内

容に関する研究」[2]の研究代表者を務めた。前

者では、発達障害の支援ニーズと地域の支援

システムの実態について調査し、地域特性に

応じた課題の抽出と提言を行った。後者では、

多くの自治体で支援体制の整備が一定程度は

進んできているものの、人口の多い自治体で

は多くの機能を市で充足してきている一方で、

小規模市や町村では都道府県や圏域の後方支

援が必要であることを全国調査によって示し

た。また、地域の支援システムの充足度と課題

を可視化して評価するための評価ツールとし

て「発達障害の地域支援システムの簡易構造

評 価 （ Quick Structural Assessment of 

Community Care System for 

neurodevelopmental disorders; Q-SACCS）」

を作成した。 

 これらの成果をふまえ、本研究課題では、地

域特性に応じた発達障害児の乳幼児期から学

齢期のステージにおける多領域連携支援体制

の標準的な流れを示すこと、および各自治体

が個々の事例に対して多領域連携支援体制の

流れを作成するための手引きを作成すること

を目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．発達障害の医療体制に関する法制度整備

に関する調査研究（１年目：本田秀夫） 

 発達障害児者に対する地域の医療体制整備

に関して、わが国の法制度でどのように規定

されているかを整理して課題の抽出を試みた。 

 法制度・公的事業について整理するととも

に、「発達障害」および「医療体制」をキーワ

ードとした調査研究の文献検索を行った。ま

た、全国各地で発達障害児の地域医療体制の

中核に位置づけられる医療機関で診療してい

る医師が研究協力者として参加して検討会議

を実施し、現行の法制度のもとで現場で課題

となっていることを抽出した。 

 

２．母子保健領域における発達障害支援に関

連する法制度と社会資源－現状と課題－ 

（１年目：小倉加恵子） 

 母子保健領域において、発達障害児の支援

体制の整備に関連する法制度や社会資源につ

いて文献調査を実施し、現状と課題を整理し

た。文献調査は、①母子保健における健康課題

の変遷、②乳幼児健診における発達障害への

取組み、③最近のこども政策の動向、の３つの

サブテーマに分けて実施した。 

 

３．児童福祉領域からみた発達障害児支援 

（１年目：小林真理子） 

 発達障害児の主として就学前までの支援サ

ービスの整理を行うことを目的として、３つ

の研究を行った。 

（１）発達障害児の支援施策の概観に基づく

公的支援サービスの基礎データ作成 

 児童福祉法成立・改正からみえる障害児支

援、並びに発達障害者支援法からみえる発達

障害児支援について概観した。続いて、発達障

害児の支援サービスマップ作成を目標とし、
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23 の機関・事業・サービス等、発達障害児の

公的支援の基礎データをピックアップした。

この手続きは、概観した支援と関連法の総括

に基づき、4 名の支援者と研究者との合議によ

って行われた。 

（２）発達障害児のための支援サービス機能

の分析 

 発達障害児のための支援サービス機能を整

理し、就学前までの支援サービス機能をリス

トアップして明確にすることを目的として、

日頃発達相談に従事している支援者８名によ

り、発達相談の実際について情報交換を行い、

支援サービス機能を整理した。 

（３）発達障害児のための支援サービスマッ

プ作成の検討 

 （１）で整理した機関、事業、サービス等の

公的支援の基礎データと、（２）で整理した支

援サービス機能を縦横の軸に据えて「発達障

害児のための支援サービスマップ」の作成を

試みた。今回、暫定的に作成したサービスマッ

プを用いて、3 つの自治体で発達障害児支援を

担当する職員にヒアリング調査を行った。 

 

４．学校教育における発達障害者支援に関す

る学校と関係機関との連携体制に関する調査

研究（１～２年目：本田秀夫，田中裕一） 

 １年目は、学校教育における発達障害児支

援に関する学校と関係機関との連携体制につ

いて把握することを目的として、法令や文部

科学省の通知等を基に整理を行った。 

２年目は、学校教育における発達障害児支

援に関する学校と関係機関との連携体制を、

自治体自らが把握し見直すことができる方法

を検討することを目的として、自治体への調

査を行った。 

Q-SACCS を学校段階で活用するためには、

学校の取組状況から、就学以前をひとくくり

にしたり、学校段階で区切ったりするなどの

工夫が必要と考え、学校教育で活用しやすい

Q-SACCS改を作成した。そのQ-SACCS改に、

自治体担当者（教育委員会、福祉部局担当者）

に記入してもらい、Q-SACCS 改の効果や改善

点等の詳細を聞き取るためのインタビュー調

査を行った。 

 

５．高齢期の発達障害者支援に関する地域支

援体制に関する調査研究（１年目：日詰正文） 

 高齢期の発達障害者に関する地域支援体制

の状況について、調査研究等の報告でどのよ

うに取り上げられているかについて把握する

ことを目的とした文献レビューを行った。 

 

６．多領域連携による地域支援体制のための

地域診断マニュアルの作成（１年目：本田秀夫） 

 Q-SACCS を用いて各基礎自治体の支援従

事者や行政担当者が支援体制に関する地域診

断を行うためのマニュアル作成に取り組んだ。

すでに Q-SACCS を用いて基礎自治体の地域

診断と支援体制整備を行ってきた実績のある

発達障害者支援センターの地域支援マネージ

ャーが、研究協力者として参加した。オンライ

ン形式で研究会議を行い、マニュアルの構成

案、執筆分担などについて検討した。 

 

７．発達障害の地域ケアパス作成の手引き（案）

の作成（２年目：本田秀夫） 

 発達障害児およびその家族に対して各基礎

自治体にある地域資源を活用して多領域連携

による支援を実際に行うための支援の流れを

明示し、各支援者がそれをもとに個別の支援

計画を立案し、共通認識のもとで支援に携わ

ることを可能とするような「地域ケアパス」が

必要である。各基礎自治体において発達障害

児とその家族に対する地域ケアパスが作成で

きるための手引の作成に取り組んだ。 

 加えて、精神保健医療福祉サービスの領域

で作成されている「地域精神保健医療福祉資

源分析データベース（ReMHRAD）の中に、発達
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障害児者の支援サービスに関する社会資源の

マップを追加するための検討を行った。 

 

８．発達障害の地域支援に係る母子保健シス

テムに関する調査研究（２年目：小倉加恵子） 

発達障害の地域支援に係る母子保健システ

ムの現状を明らかにし、就学前の発達障害児・

家族に対する発達障害支援の地域ケアパスの

モデルの作成を目的として、全国調査を行っ

た。対象は全国市町村母子保健主管課及び担

当部署（1,724 市町村）とし、発達障害支援シ

ステムの３層モデルのレベル区分を参考に質

問紙調査を実施した。 

 

９．「基礎自治体における就学前の発達障害児

に対する地域支援体制の実態調査」に基づく

分析と考察（２年目：小林真理子） 

1 年目の分担研究の報告書Ⅰにより、就学前

までの発達障害に関する公的支援の基礎デー

タを１軸とし、報告書Ⅱにより、発達障害児の

ための支援サービス機能を 2 軸として、「発達

障害児のための支援サービスマップ（以下、支

援マップ）」の作成を検討した。その支援マッ

プで得られた情報により発達障害児の支援サ

ービスについての現状と課題を分析・整理し、

それに基づいて「基礎自治体における就学前

の発達障害児に対する地域支援体制の実態調

査」のアンケート調査を作成し、全国自治体

1593 カ所に調査を行い、支援段階別（4 段階）、

支援内容別（4 段階）、自治体サイズ別（４サ

イズ）に分析を行い、地域特性に応じた発達障

害児の支援について検討した。 

 

１０．地域の支援システムにつながっていな

い発達障害児者に関する文献調査 

（２年目：日詰正文） 

地域の支援システムにつながっていない発

達障害児について、誰が、どのように関わって

いるのかといった視点で文献調査を行った。 

（倫理面への配慮） 

研究８は鳥取県福祉保健部所管倫理審査委

員会、研究９は信州大学医学部医倫理委員会

の承認を得て行った。それ以外の研究は公に

されている法制度および文献を取り扱う調査、

研究協力者による検討会議開催、行政担当者

へのヒアリング調査、マニュアルおよび手引

き案作成であり、患者等の個人情報を扱うこ

とはない。また、企業等との利益相反もない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．発達障害の医療体制に関する法制度整備

に関する調査研究 

 発達障害者支援法以降の法制度および公的

事業について検討したところ、現在の法制度・

公的事業は、地域の医療体制整備、専門的な医

療機関の設置と地域連携、一般の医療及び保

健従事者への啓発、医療を担う人材育成を軸

として進められていると整理できた。しかし、

文献調査および意見交換による医療現場の課

題の抽出からは、まだ課題が多いことが示さ

れた。 

 たとえば、特別児童扶養手当、障害基礎年金

等の受給や精神障害者保健福祉手帳の取得の

ための診断書に「発達障害関連症状」等の項目

が掲載されたことにより、発達障害児者がこ

れらの手当、年金、手帳を受給しやすくなった

と思われるものの、「発達障害関連症状」の項

目には自閉スペクトラム症の症状しか記載さ

れておらず、学習障害や ADHD の症状を記載

しにくいことが指摘された。 

 また、診療報酬においても、少しずつ発達障

害の診療の実態に即した形で改定が行われて

いることは評価できるものの、まだ課題が残

ることが指摘された。 

 公的事業では、地域生活支援促進事業の中

で発達障害を診療する医師の人材育成や初診

待機期間が長いことへの対応を目的とした事

業が行われており、人材育成と地域の診療ネ
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ットワークの強化に重点が置かれていること

がわかった。 

 文献調査では、発達障害の医療体制そのも

のをテーマとして扱っていたのは厚生労働科

学研究で 1 件、厚生労働省障害者総合福祉推

進事業で 1 件あった。いずれも発達障害児者

に対する医療体制が不十分であるとの問題意

識をもち、医師の養成、医療体制整備、医療以

外の領域との連携に注力する必要があること

を強調していた。 

 研究協力者による意見交換では、移行期医

療／トランジションに関する意見と医師の人

材育成に関する意見が多数を占めた。 

 発達障害の地域支援体制を検討する際、医

療は別格扱いされがちである。しかし、医療も

システムの中に位置づけた形で体制を考え、

それを法制度化していくことが必要である。 

 今後、発達障害児者に対する理想的な医療

のあり方のモデルを図式化し、そのイメージ

にもとづいて、今後の法制度的課題について

検討することも必要と思われた。 

 

２．母子保健領域における発達障害支援に関

連する法制度と社会資源－現状と課題－ 

 ３つのサブテーマごとに、以下のようにま

とめられた。 

①母子保健における健康課題の変遷 

 母子保健における健康課題は、戦前から戦

後における感染症対策、栄養改善、戦後復興か

ら高度成長期における疾病、障害（主に身体障

害）の早期発見とその治療・療育、近年の少子

化対策、育児支援、子どもの心の問題への対応

へと変遷してきた。近年では、母子保健領域に

おいても発達障害は主要な健康課題として重

点的な取組みが進められてきた。 

②乳幼児健診における発達障害への取組み 

 母子保健事業の中でも、乳幼児健診におけ

る発達障害の早期発見や、適切な連携支援体

制構築の重要性は早くから認識され、厚生労

働科学研究を通じてツール等が多く作成され

てきた。 

③最近の「こども政策」の動向 

 最近 5 年ほどの間、政府はこども政策を推

進しており、こども家庭庁の創設にあわせて

母子保健領域における連携支援体制の要は

「こども家庭支援センター」となる。 

 以上より、今後取組む方向として、既存のツ

ール等の自治体における普及・利活用の実態

を踏まえて、地域特性に応じた対策を講じて

いく必要があると考えられた。今後、母子保健

領域において、こども家庭支援センターを拠

点として地域資源を生かした支援体制を構築

していく必要がある。効率よくかつ効果的に

マネジメントするために、多領域による連携

支援体制の標準的な流れのモデルと、自治体

で取り組むべき支援の手引きの提案が有用と

考えらえた。 

 

３．児童福祉領域からみた発達障害児支援 

（１）発達障害児の支援施策の概観に基づく

公的支援サービスの基礎データ作成 

 1947 年の児童福祉法制定以降の「児童福祉」

から「子ども家庭福祉」への概念の変遷をたど

り、その対象として子ども自身、妊産婦や子育

て家庭、地域社会や社会そのものの 3 つがあ

ることを確認した。その上で、障害児支援に関

する施策を 3 つの時期に分けて整理し、現在

は自己決定権の尊重と地域生活可能な支援が

テーマになっていることを述べた。 

 さらに発達障害児の支援について、「早期発

見」「早期の発達支援」「インクルーシブな保

育と教育」「放課後等児童健全育成事業の利用」

「家族への支援」「専門医療の確保」「普及・

啓発」の 7 つの軸に整理して、現在の法制度に

ついてまとめた。 

 これらをふまえ、発達障害児の支援のため

の機関・事業・サービス等を行っている公的支

援をリストアップして、支援段階ごとに整理
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して 23項目からなる公的支援のリストを作成

した。 

（２）発達障害児のための支援サービス機能

の分析 

 発達相談に従事する支援者 8 名の意見交換

から、発達障害児の支援は、「Ⅰ事例化前段階」

「Ⅱ事例化・スクリーニング段階」「Ⅲインタ

ーフェイス段階」「Ⅳ直接支援段階 」「Ⅴ就

学移行の支援段階」「Ⅵ学齢期の支援段階」「Ⅶ

就労移行支援段階」の 7 つの段階に分類され

た。 

 それぞれの段階ごとに必要な支援サービス

機能について検討し、整理した。 

（３）発達障害児のための支援サービスマッ

プ作成の検討 

 （１）でリストアップした 23 の機関、事業、

サービス等の公的支援のリストと（２）で整理

した 7 つの段階を縦横の軸に据えて「発達障

害児のための支援サービスマップ」の案を作

成した。これを用いて、A 市、B 市、C 市の発

達障害支援を担当する職員にヒアリングを行

ったところ、それぞれの発達障害児支援にお

ける重点が明らかとなった。今後、ヒアリング

を重ねてサービスマップの整理していくこと

で、発達障害支援に関する各地域の特性がよ

り明確化できることが期待される。 

 

４．学校教育における発達障害者支援に関す

る学校と関係機関との連携体制に関する調査

研究 

 「小、中学校における LD（学習障害）、ADHD

（注意欠陥／多動性障害）、高機能自閉症の児

童生徒への教育支援体制整備のためのガイド

ライン（試案）」（2004）、「特別支援教育の

推進について（通知）」（2007）、「共生社会

の形成に向けたインクルーシブ教育システム

構築のための特別支援教育の推進（報告）」

（2012）、「学校教育法施行規則改正」（2018）、

「障害のある子供の教育支援の手引～子供た

ち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの

充実に向けて～」（2021）などにより、学校と

関係機関が連携するための体制づくりは行わ

れてきた。年々、連携体制が構築されてはいる

ものの、地域や学校により格差があると思わ

れた。 

２年目に、東京都から人口 20 万人程度（年

間出生数 1,400 人程度）の自治体の２市、兵庫

県から人口 30 万人程度（年間出生数 2,700 人

程度）と 15万人程度（年間出生数 900人程度）

の 2 市、北海道の人口 1 万人程度（年間出生

数 100 人程度）の自治体に調査協力が得られ

た。9～10 月に Q-SACCS 改への記入依頼、12

～1 月にインタビュー調査を行った。 

調査結果から、基礎自治体による連携の取

組は一定程度整備されつつあるものの、調査

した自治体に共通して、中学校と高等学校間

の引継ぎや高等学校段階以降の連携の難しさ

が明らかとなった。また、聞き取り調査から、

Q-SACCS 改が自治体内の発達障害の連携体

制を整理することや関係部署の共通理解をす

ることに役立つことが示唆された。 

 

５．高齢期の発達障害者支援に関する地域支

援体制に関する調査研究 

 本研究テーマと関連性が特に高い報告は 3

件のみであった（平成 23 年度（2011）の障害

者総合福祉推進事業「老年期発達障害者（60 代

以上）への障害福祉サービス提供の現状とニ

ーズ把握に関する踏査について」；平成 24～

25 年度（2012～2013）の厚生労働科学研究「地

域及び施設で生活する高齢知的・発達障害者

の実態把握及びニーズ把握と支援マニュアル

作成」；令和 2 年度（2020）の障害者総合福

祉推進事業「発達障害者支援における高齢期

支援に関する実態調査」と令和 3 年度（2021）

の障害者総合福祉推進事業「高齢期発達障害

者支援における関係機関の役割と地域連携の

在り方に関する調査」）。 
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 現状では、把握されている情報は少なく断

片的であった。その中でも、支援現場では発達

障害者の特性を踏まえた合理的配慮が浸透し

つつあること、相談先の周知が進んでいるこ

となどが把握されていた。しかし、支援機関間

の連携やライフサイクルを長期的に捉えた調

査研究は少なく、高齢期の発達障害者に関す

る地域支援体制に焦点を当てた調査研究の強

化が必要であると考えられた。 

 

６．多領域連携による地域支援体制のための

地域診断マニュアルの作成 

 Q-SACCS の概要、記入法、実践例、関連資

料から成る冊子のマニュアルに加えて、より

理解を促すため、解説動画の DVD を作成し、

冊子とセットで全国の都道府県および市区町

村の発達障害・知的障害担当部署、精神保健福

祉センター、発達障害者支援センターに郵送

で配布した。また、マニュアルの内容のダウン

ロードと解説動画の閲覧ができるように、専

用ウェブサイトを作成した。 

（https://q-saccs.hp.peraichi.com/） 

 

７．発達障害の地域ケアパス作成の手引き（案）

の作成 

 地域ケアパスの先行事例である認知症ケア

パスについて文献調査を行った結果、認知症

ケアパスを参考にしつつも発達障害児が利用

できる法制度および地域支援体制の現状に配

慮した独自のケアパスのアイデアが必要と思

われた。そこで、Q-SACCS と 1 年目の研究で

作成した「支援サービスマップ」を活用して

個々の事例に対する支援プランを本人・家族

と支援者が共有できるようなプロセスを想定

し、その想定にそって基礎自治体が地域ケア

パスを作成できるような手引き（案）を作成し

た。 

また、各都道府県が公開している医療機関

情報（発達障害の診断に関わる医療機関や発

達障害のある人が受診可能な医療機関等）を

検索し、都道府県が公開する医療機関情報が

ない場合は、都道府県が運営する医療機関情

報ネット等から情報を収集した。現在ほぼ全

ての都道府県の情報収集作業が完了し、医療

機関情報は計 2994 件となった。今後、「子ど

もの心の診療機関マップ」の情報も照合して

掲載情報の整理を行い、情報掲載可否の確認

がとれた情報をReMHRADに反映するための

検討を進めたい。 

 

８．発達障害の地域支援に係る母子保健シス

テムに関する調査研究 

全国調査では、643 市町村の回答を得た（回

収率 37.3％）。 

日常生活水準の支援として、乳幼児健診の

ほか相談支援や保健指導、訪問などの全ての

子ども・家族を対象とした支援が発達特性の

把握の機会となっており、その精度をあげる

ための工夫として専門職種の参加や尺度等の

導入が実施されていた。また、専門的支援およ

び専門的支援につなぐインターフェイスとな

る支援も取り入れられていた。これらの支援

は、健診事後事業としても実施されていた。専

門的支援との連携は、医療および福祉との連

携体制の整備状況に比較して、教育との連携

体制は十分とは言えない状況であった。 

支援の中心となる保健師等母子保健担当者

における発達障害支援の知識および技術の向

上と、教育との連携体制の整備が今後の課題

と考えられた。 

調査で明らかにした支援現場の実情を踏ま

えて、発達障害支援に係る母子保健システム

の地域ケアパスのモデルを検討した。 

 

９．「基礎自治体における就学前の発達障害児

に対する地域支援体制の実態調査」に基づく

分析と考察 

返送されたアンケート493件（回収率30.9％）
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のうち、欠測値のない 450 件を分析対象とし

た。 

多くの（自治体サイズの大きい）自治体は、

法で定められている制度や福祉サービス（例：

1.6健診や 3歳児健診 児童発達支援や保育所

等訪問支援など）の他、柔軟な形態により計画

的に実施されるとする地域生活支援事業（障

害者総合支援法）や自治体単独による事業な

どを工夫して運用していた。小規模な自治体

においては、事業未実施のため支援サービス

機能の不足が見られたが、これらの事業を人

材や予算の確保などの課題があり、企画運営

にこぎつけられない現状も考えられた。この

ように、各自治体がさまざまな事情を抱えて

いるものと推察される。そこで、まずは、各自

治体が発達障害児のためのアセスメントや支

援が準備できているか否かを点検できる評価

表が必要であるものと思われた。 

そこで、「発達障害児のための支援サービス

マップ」を、今回のアンケート調査による結

果・考察を踏まえ再構成し、調査表として「発

達障害のアセスメントと支援サービスのプロ

セス調査表」（Questionnaire: Process of 

Assessment and Support Services regarding 

Neurodevelopment disorders Q-PASS）」（試

案 2022）を作成した。地域ごとに発達障害児

の支援体制の分析・点検するために Q-SACCS

を利用し、さらに発達障害児の 4 段階の支援

プロセスにそって支援サービスの機能の評価

およびアセスメントを行うため Q-PASS（試案

2022）を利用することで、地域特性に応じた発

達障害児とその家族の支援体制と支援内容の

充実につながるものと思われた。 

 

１０．地域の支援システムにつながっていな

い発達障害児者に関する文献調査 

抽出できた論文、抄録の内容を整理した結

果、つなぎ手として個々のニーズに沿って

様々な職種があげられるが、中でも保健師の

役割への期待があること、阻害要因の把握は

まだ十分に把握されていないが、情報提供の

在り方、援助要請に応える信頼館などが、今後

の体制整備の課題となっていた。 

地域の支援システムにつながっていない発

達障害児への支援を考えるうえで、つなぎ手

として個々のニーズに沿って様々な職種があ

げられるが、中でも保健師の役割への期待が

あることについて、複数の論文や学会抄録で

保健師自身の立場から指摘がなされていた。

このことは、保健師が医療と福祉双方の会議

に参加する数少ない職種であることや、潜在

化している家庭への訪問が業務として行いや

すい現状が反映されているものと考えられた。 

また、援助行動の阻害要因を解消する取り

組みについては、大きく分けて「タイミングを

とらえての情報提供や話しやすい人間関係作

りなど、アクセスしやすさ（外国語への配慮も

含めて）」の工夫」、「援助要請に確実に応え

る姿勢があることを具体的に示すこと」の 2 点

が、信頼関係を高める重要な要素になると考

えられた。 

 

Ｄ．考察 

 研究１では、発達障害者支援法以降の法制

度および公的事業は、地域の医療体制整備、専

門的な医療機関の設置と地域連携、一般の医

療及び保健従事者への啓発、医療を担う人材

育成を軸として進められていた。しかし、文献

調査および意見交換による医療現場の課題の

抽出からは、まだ課題が多いことが示された。

課題の多くは、元をたどれば発達障害の診療

を担う医師の絶対的な数の不足に由来するも

のである。その意味で、人材育成は最も重要な

テーマである。また、現在対応を急がれる課題

として、移行期医療／トランジションと地域

の診療ネットワーク構築が挙げられた。 

 研究２では、特に乳幼児健診での発達障害

の早期発見について、複数の研究を通じて実
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態把握のための調査、マニュアル、スクリーニ

ングのためのツールの提案、好事例の共有等

がなされてきたことが示された。現時点での

課題は、既存のツール等の十分な周知と利活

用の促進である。「こども家庭支援センター」

が設置されることとなり、今後は既存の母子

保健サービスの仕組みを生かしつつ、地域連

携を図る必要がある。多領域にわたる地域資

源を生かした支援を効率よくかつ効果的にマ

ネジメントするために、多領域による連携支

援体制の標準的な流れのモデルと、自治体で

取り組むべき支援の手引きの提案が有用と考

えらえた。 

 研究３では、児童福祉法に始まるわが国の

児童福祉・子ども家庭福祉の法制度上の変遷

について整理した。発達障害児に対しては「Ⅰ

事例化前段階」「Ⅱ事例化・スクリーニング段

階」「Ⅲインターフェイス段階」「Ⅳ直接支援

段階 」「Ⅴ就学移行の支援段階」「Ⅵ学齢期

の支援段階」「Ⅶ就労移行支援段階」に分類し

て整理した。これを縦軸として、既存の公的サ

ービスを横軸に据えた支援サービスマップの

仮案を作成した。3 つの自治体の担当者を対象

としたヒアリングでは、このツールを用いて

検討することによってそれぞれの自治体の特

徴が明確化される可能性が示された。今後、ヒ

アリング調査やアンケート調査によって項目

の妥当性について検討し、支援サービスマッ

プを完成させ、これを Q-SACCS と併用する

ことにより、各自治体の発達障害児支援に関

する特徴がより明確になり、法制度や公的事

業の活用が促進されることが期待される。 

 研究４では、学校と関係機関との連携に関

して、すでに多くの法令や通知等が示されて

おり、連携を進めるための法制度は進んでき

ていることが示された。しかし、各設置者、各

学校が、現在、関係機関とどのように連携をし、

どのようなことが課題となっているのかなど

について、文部科学省の調査はなく、また、近

年の連携状況について、全国的な状況を調査

した論文も見つからなかった。これらのこと

から、学校と関係機関との連携に関する全国

的な現状と課題が未整理の状態であると考え

られた。今後は、全国のどの学校に在籍したと

しても、幼児児童生徒の自立と社会参加のた

めに、学校と関係機関との連携が実施できる

体制づくりが求められている。 

 今後、時代の変化や自治体内のリソースの

変化などの状況に応じて、自治体自らが、Q-

SACCS 改などを活用して連携体制の現状を

整理したり、状況に応じて見直しを進めたり

して、よりよい連携体制を構築することが求

められる。 

 研究５では、公歴の発達障害支援に関する

地域支援体制について文献調査を行ったが、

まだ資料は少ないことがわかった。障害福祉

の支援現場以外の相談機関でも発達障害の特

性に沿った合理的配慮が提供されていること

や、家族が相談先を見つけられるようになっ

ていることなど、支援体制整備が若干進んで

いると思われる点も見られたが、ライフサイ

クルを長期的にとらえたアセスメントや支援

計画の作成、そのモニタリングや記録の保存、

引き継ぎ、分野を超えたつながりや人材育成

などの不十分さなどは依然として課題のまま

残されていると思われた。 

 研究６では、Q-SACCS のマニュアルを作成

した（資料１）。これを用いることによって、

基礎自治体（市区町村）の行政担当者が施策を

検討する際に、自治体ですでに達成している

ことや課題が残っていることを確認すること

ができる。都道府県・政令指定都市の発達障害

者支援センター、精神保健福祉センター、発達

障害地域支援マネージャー、特別支援教育コ

ーディネーターなどが、担当する地域の支援

体制を概観するために役立てることも可能で

ある。また、発達障害に関わる支援者が、自分

の働く地域の支援体制を把握し、連携すべき
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他職種を確認するために用いることもできる。

今後、Q-SACCS のマニュアルを基礎自治体に

配布し、各基礎自治体における発達障害児と

その家族への支援体制の到達点と課題につい

て自己診断を促すことによって、地域におけ

る発達障害児者の支援体制整備の加速が期待

できる。 

 研究７では、「発達障害の地域ケアパス」（案）

を作成した（資料２）。Q-SACCS に記入した

事業やツールを法制度に対応した支援サービ

ス機能と照合することによって、自治体の支

援体制が概観できる。これらをもとに地域ケ

アパスを作成し、課題の残る部分についてバ

ージョンアップを行いながらケアパスを改変

していくことにより、地域の発達障害児の支

援サービスの充実が図られることが期待され

る。 

 研究７では、各都道府県が公開している医

療機関情報等の情報収集作業も行った。今後、

各医療機関等から情報掲載可否の確認がとれ

た情報をReMHRADに反映するための検討を

進めたい。 

 研究８では、乳幼児健診だけでなく他の事

業も発達特性等の把握の機会となっているこ

とが示された。また、健診事後事業はインター

フェイスとなる支援であり、タイムリーに次

の支援レベルにつなぐ必要がある。つなぎで

は、ほとんどの自治体で母子保健担当者・保健

師が保育所等と連携していた。母子保健シス

テムにおける発達支援の充実化のために保健

師の知識・技能向上が重要であると考えられ

た。また、母子保健において発達障害支援の連

携を専門的に担う早期専門対応地域支援や地

域連携推進マネージャー等の存在を理解し、

その活用を検討することも必要である。 

母子保健から専門的支援への「つなぎ」の段

階において、医療および福祉との連携体制は

整っている一方で、教育との連携体制は十分

とは言えない状況と考えられた。半数の自治

体が母子保健を介さずに情報の引継ぎをして

いた。連続性のある支援を提供するうえで、母

子保健で把握した幼児期までの支援情報を就

学後の支援につなげる仕組みが必要と考えら

れた。また、就学後のフィードバックがない場

合は約 6 割であった。母子保健で行う発達特

性の判断の正確性や、支援の妥当性について

精度管理を行ううえでフィードバックは不可

欠である。支援の充実化および精度管理のた

めに、教育との連携体制整備において課題が

あると考えられた。 

研究９の結果から、多くの（自治体サイズの

大きい）自治体は、法で定められている制度や

福祉サービス（例：1.6 健診や 3 歳児健診 児

童発達支援や保育所等訪問支援など）の他、柔

軟な形態により計画的に実施されるとする地

域生活支援事業（障害者総合支援法）や自治体

単独による事業などを工夫して運用している

ことが示された。小規模な自治体においては、

事業未実施のため支援サービス機能の不足が

見られたが、これらの事業を人材や予算の確

保などの課題があり、企画運営にこぎつけら

れない現状も考えられた。このように、各自治

体がさまざまな事情を抱えているものと推察

される。 

Q-SACCS により発達障害児の支援体制の

分析と点検を行うとともに、今回作成した Q-

PASS（試案 2022）により、発達障害児の支援

プロセスに沿って確認・評価するためのアセ

スメントと支援の評価ツールを利用すること

が、地域特性に応じた発達障害児とその家族

の支援体制と支援内容の充実につながるもの

と思われた。 

 研究１０では、地域の支援システムにつな

がっていない発達障害児者に関する文献調査

を行った。抽出できた論文、抄録の内容を整理

した結果、つなぎ手として個々のニーズに沿

って様々な職種があげられるが、中でも保健

師の役割への期待があること、阻害要因の把
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握はまだ十分に把握されていないが、情報提

供の在り方、援助要請に応える信頼館などが、

今後の体制整備の課題となっていた。 

 安心してサービスを申請することができる

地域づくりをどうするか、情報提供や相談を

する際のアクセス面の工夫、発達障害児者や

その家族のニーズに確実に対応する自治体や

支援者の姿勢などに焦点を当てた試行錯誤を、

今後も続けることが必要である。 

 

Ｅ．結論 

 本研究によって、以下のことが期待できる。

まず、乳幼児期から学童期にいたる時期の発

達障害児およびその家族に対する地域支援に

ついて、すべての基礎自治体で共通に整備さ

れるべきと思われる支援の流れの骨子と、人

口規模などの地域特性に応じた柔軟な運用を

可能とするシステム・モデルのあり方が示さ

れた。これにより、発達障害児の支援に関する

地域較差を軽減するだけでなく、地域ごとの

特色を生かした工夫を可能とするシステム・

モデルが提示できる。 

 また、多領域連携による支援に関する地域

診断と個別の事例に関する支援の流れの可視

化を可能とする地域ケアパス作成の手引き

（案）により、地域に住むすべての発達障害児

およびその家族が確実に支援サービスを受け

ることができる体制づくりが期待される。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特記すべきことなし 
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小島洋文，本田秀夫：関節拘縮を呈した

DeSanto-Shinawi 症候群の 1 例。第 63 回

日本小児神経学会学術集会，Web 開催，5.28, 

2021。 

本田秀夫：発達障害の人たちの社会参加を阻

む要因。第 94 回日本産業衛生学会，松本，

5.19, 2021。 

本田秀夫：ADHD と ASD－理念型の比較，診

断および治療－。第 63 回日本小児神経学会

学術集会，Web 開催，5.28, 2021。 

本田秀夫：自閉スペクトラム症の理解と療育・

支援。第 125 回日本小児精神神経学会，Web

開催，6.26, 2021。 

本田秀夫：子どもから大人への発達精神医学。

日本COG-TR学会第 1回学術集会 in 広島，

広島，8.22, 2021。 



14 
 

本田秀夫：基調講演：コロナ禍と自閉スペクト

ラム症。日本自閉症スペクトラム学会第 19

回研究大会，Web 開催，8.29, 2021。 

本田秀夫：『にじいろ子育て』と合理的配慮－

子どもの個性を大切にする育みとこれから

の発達障害支援－。第 126 回日本小児精神

神経学会，Web 開催，10.17, 2021。 

本田秀夫：特別児童扶養手当（知的障害・精神

の障害用）の認定事務の適正化に向けた調

査研究。第 62 回日本児童青年精神医学会総

会，Web 開催，11.13, 2021。 

本田秀夫：長野県と信州大学医学部の共同に

よる神経発達症の地域支援を担う人材育成。

第 62 回日本児童青年精神医学会総会，Web

開催，11.14～12.11, 2021。 

本田秀夫，清水康夫，岩佐光章，篠山大明，今

井みほ，大園啓子，植田みおり，原郁子：横

浜市港北区において 7 歳までに自閉スペク

トラム症と診断された子どもの 20 年間の

縦 断 的 出 生 コ ホ ー ト 研 究 （ Y-LABiC 

Study）：データベース作成。第 62 回日本

児童青年精神医学会総会，Web 開催，11.14

～12.11, 2021。 

本田秀夫：リハビリテーションの視点からみ

た発達障害の支援。日本精神障害者リハビ

リテーション学会第 28 回愛知大会，Web

開催，12.12, 2021。 

本田秀夫：発達障害への対応：皮膚科医にでき

ることは？ 第 12 回日本皮膚科心身医学会，

さいたま市，1.15, 2022。 

岩佐光章，清水康夫，篠山大明，今井みほ，大

園啓子，植田みおり，原郁子，本田秀夫：横

浜市港北区において 7 歳までに自閉スペク

トラム症と診断された子どもの 20 年間の

縦 断 的 出 生 コ ホ ー ト 研 究 （ Y-LABiC 

Study）：社会生活基本調査を用いた成人期

転帰の検証。第 62 回日本児童青年精神医学

会総会，Web 開催，11.14～12.11, 2021。 

村上寛，公家里依，篠山大明，本田秀夫：摂食

障害の臨床像を前景とした強迫症の男児の

1 例。第 40 回信州精神神経学会，Web 開

催，10.16, 2021。 

武川清香，児島佳代子，濱本緑，北澤加純，赤

羽恵里奈，篠山大明，本田秀夫，鷲塚伸介：

信州大学医学部附属病院精神科及び子ども

のこころ診療部で実施された心理検査の変

遷。第 40 回信州精神神経学会，Web 開催，

10.16, 2021。 

本田秀夫：神経発達症の子どもたちはどんな

大人になるのか？第 18 回日本小児心身医

学会北海道地方会大会，Web 開催，7.10, 

2022。 

本田秀夫：歴史的視点からみた自閉スペクト

ラム研究。日本自閉症スペクトラム学会第

20 回記念研究大会, Web開催，8.21, 2022。 

本田秀夫：自閉症概念の変遷－Rutter による

内包の変革，Wing による外延の拡大－。第

25 回日本精神医学史学会大会，松本，10.15, 

2022。 

福永宏隆，公家里依，篠山大明，本田秀夫，鷲

塚伸介：神経性やせ症の入院患者を対象と

した再栄養療法の有効性，安全性の検討：

後ろ向き観察研究。第 41 回信州精神神経学

会，松本，10.16, 2022。 

本田秀夫：自閉スペクトラム症のコミュニテ

ィケアと臨床研究。第 63 回日本児童青年精

神医学会総会，松本，11.10, 2022。 

本田秀夫：指定発言。シンポジウム 1：発達障

害グレイゾーン 診断閾下の外来支援－そ

の定義と治療意義－。第 63 回日本児童青年

精神医学会総会，松本，11.10, 2022。 

本田秀夫：特別児童扶養手当（知的障害・精神

の障害）認定診断書改定案および等級判定

ガイドライン案の作成。第 63 回日本児童青

年精神医学会総会，松本，11.11, 2022。 

小林真理子，中嶋彩，槻舘尚武，有泉風，本田

秀夫：児童福祉領域における発達障害児支

援サービスの整理－Ⅰ．公的支援サービス



15 
 

の基礎データ作成－。第 63 回日本児童青年

精神医学会総会，松本，11.10, 2022。 

中嶋彩，小林真理子，本田秀夫，槻舘尚武，有

泉風：児童福祉領域における発達障害児支

援サービスの整理－Ⅱ．支援サービス機能

の分類－。第 63 回日本児童青年精神医学会

総会，松本，11.10, 2022。 

中嶋彩，小林真理子，本田秀夫，槻舘尚武，有

泉風：児童福祉領域における発達障害児支

援サービスの整理－Ⅲ．支援サービスマッ

プ作成－。第 63 回日本児童青年精神医学会

総会，松本，11.10, 2022。 

小林真理子：こども家庭福祉領域での役割支

援機能から公認心理師に期待されることを

探る－大会企画シンポジウム 「こどもまん

なか社会の実現のために公認心理師に期待

されること」。日本公認心理師学会学術集

会山口大会、2022。 

 

 

 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 なし 

２．実用新案登録 

 なし 

３．その他 

 なし 

 

I．参考文献 

[1] 厚生労働科学研究費補助金障害者対策

総合研究事業（障害者政策総合研究事業

（身体・知的等障害分野））：発達障害

児とその家族に対する地域特性に応じ

た継続的な支援の実施と評価－平成 25

～27 年度総合研究報告書（研究代表者：

本田秀夫），2016。 

[2] 厚生労働科学研究費補助金障害者政策

総合研究事業（身体・知的等障害分野）：

発達障害児者等の地域特性に応じた支

援ニーズとサービス利用の実態の把握

と支援内容に関する研究－平成 28 年度

～29 年度総合研究報告書（研究代表者：

本田秀夫）, 2018。 

 



この冊子の本文は見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

発達障害のある子どもと家族を
支援するための地域支援体制づくり
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「地域特性に応じた発達障害児の多領域連携における支援体制整備に向けた研究」
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1

はじめに

発達障害は、早ければ乳児期、遅くとも就学前後までには特有の発達特性が顕在化
し、全てのライフステージを通じて何らかの支援ニーズが持続します。一見症状が目立
たない人も、周囲の人と自分との違いに悩む、誤解されて孤立するなどの問題が生じる
ことがあり、その結果として抑うつや不安などの精神症状の出現、いじめ被害、不登校、
ひきこもりといった二次的な問題を呈することがあります。したがって、発達障害の子ど
もたちを地域で支援するためには、医療、保健、福祉、教育、労働の多領域チーム・アプ
ローチによる息の長い支援体制を作っていく必要があります。

子どもに何らかの発達障害があるかもしれないと思ったとき、保護者はまずどこに相
談すればよいでしょうか? 子どもと家族が住んでいる地域にはどのような社会資源があ
るのでしょうか? 年齢を重ね、所属する社会集団が変わるとき、支援の場・体制はどのよ
うに移行するのでしょうか? 情報の引き継ぎはあるのでしょうか? こうした情報をわか
りやすく整理して住民に公開している自治体は、まだ多くはないと思われます。

支援に携わるさまざまな職種の人たちにとっても、自分が包括的な支援体制の中でど
のような位置づけで仕事をしているのか、連携をとる他職種にどのような人たちがいる
のか、誰から引き継ぎを受け、誰に引き継いでいくのかなど、支援をシステムとしてとら
えるためには、働いている地域の支援体制を理解しておくことは重要です。各自治体で
発達障害のある子どもと家族に関わる支援者、そして行政担当者は、各地域の支援体制
について定期的に点検し、体制が整備されている部分、課題が残る部分について把握し
ておく必要があります。

平成28~29年度厚生労働科学研究費補助金による「発達障害児者等の地域特性に
応じた支援ニーズとサービス利用の実態の把握と支援内容に関する研究」（研究代表者:
本田秀夫）では、発達障害児者等の支援体制を分析・点検するための地域評価ツールと
して「発達障害の地域支援システムの簡易構造評価（Quick Structural Assessment 
of Community Care System for neurodevelopmental disorders:Q-SACCS）」
を開発しました。

Q-SACCSを用いることによって、基礎自治体（市区町村）の行政担当者が施策を検討
する際に、自治体ですでに達成できていることや課題が残っていることを確認することが
できます。それだけでなく、都道府県・政令指定都市の発達障害者支援センターの職員、
発達障害者地域支援マネージャー、特別支援教育コーディネーターなどが担当する地域
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2

の支援体制を概観するために役立てることもできます。また、発達障害の支援に関わる
支援者が、自分の働く地域の支援体制を把握し、連携すべき他職種を確認するために用
いることもできます。

この本は、Q-SACCSについて紹介し、各地域でQ-SACCSを活用して地域分析をし
ていただくためのマニュアルです。Q-SACCSの概要と記入法について解説し、自治体
で実際にこれを用いて地域分析をした模擬事例を紹介しています。後半には発達障害お
よび関連する法制度や社会資源に関する基礎的情報を掲載しました。Q-SACCSの記
入法については、動画も付録DVDに収載しましたので、参考にしていただければと思い
ます。

この本によって、全国すべての自治体における発達障害の子どもたちとその家族の支
援体制が一層充実することを願ってやみません。

著者を代表して　本田秀夫 
（信州大学医学部子どものこころ発達医学教室）

この本は、令和3年度厚生労働科学研究「地域特性に応じた発達障害児の多領域連携にお
ける支援体制整備に向けた研究」（研究代表者:本田秀夫）によって作成されました。
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Ⅰ. Q-SACCSを用いた地域支援体制の点検

（1）Q-SACCSの概要

（2）Q-SACCSの記入法

（3）Q-SACCSを用いたグループワーク

（4）Q-SACCSを用いた実践例
a.人口10万人規模のA市
b.人口5万人規模のB市
c.圏域の自立支援協議会における活用
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（1）Q-SACCS の概要

「発達障害の地域支援システムの簡易構造評価（Quick Structural Assessment of 
Community Care System for neurodevelopmental disorders; Q-SACCS）」は、
市区町村の支援体制を「見える化」し、現状の強みや課題を明らかにする（支援体制を点
検する）ツールとして開発されました。

市区町村の支援体制づくりの最初の一歩は、現状の支援体制を「点検」することです。
現状の支援体制で、何ができていて（充足していて）、何が課題なのか（足りないのか）を
明確にしていくことが大切です。具体的には、市区町村の各部局や各課が主管する事業
や取り組み、民間事業所への委託事業が、どのような役割を果たしているのか、事業と事
業の「つなぎ」をどのように行っているのかを見える化することで、支援体制の点検が容
易になります。

Q-SACCSは、本田が考案・改変（本田,2014,2016）した地域支援システムのモデル
図をもとに開発されました。Q-SACCSの特長は、「つなぎ」に注目して、地域の支援体制
の充足度を点検することができることです。

市区町村の支援体制をQ-SACCSを用いて点検することで以下の成果を得られます。

①市区町村の取り組みの価値（強み・特色）を確認できます。

③市区町村内で、新たな事業の創出や取り組みを
スタートさせるための根拠が明確になります。

②支援体制の課題が明らかになり、課題解決に向けた取り組み
（複数年でのPlan-Do-Check-Action（PDCA））を

導入しやすくなります。
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5

また、都道府県内の複数の市区町村がQ-SACCSを用いて支援体制を点検すること
で、自治体同士の情報交換が活性化されます。たとえば、A市の強みはB町の課題解決
のヒントとなる可能性があります。さらに、複数の市区町村に共通する『課題』は都道府
県全体の課題として認識することができ、都道府県の発達障害者支援センターや発達障
害者地域支援マネージャーの市区町村支援の目的が明確になります。

改正発達障害者支援法では、身近な地域において生涯にわたる切れ目ない一貫した
支援の実現、発達支援が必要な子どもと家族への切れ目ない体制づくりが規定されてい
ます。地域で切れ目ない支援体制づくりを進めるためには、単一の部局ではなく、保健・
子育て・教育・福祉等の部局横断的な取り組みが必要になります。発達障害者支援を部
局横断で検討するテーブル（地域自立支援協議会の活用等を含む）をつくることで、自治
体の各部・課・係・担当が発達障害者支援を「我が事」として認識する素地づくりも大切
です。

【引用・参考文献】
本田秀夫（2014）:発達障害の早期支援．精神療法40(2):299-307
本田秀夫（2016）:早期発見から早期支援へ（発達障害の早期発見・早期療育・親支援）．金子書房,東京
本田秀夫（2018）:発達障害児者等の地域特性に応じた支援ニーズとサービス利用の実態の把握と支援
内容に関する研究．厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野））
総括・分担研究報告書
今出大輔（2021）:自治体支援を通じて地域での暮らしを整備する．発達障害白書2021:126
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①記入方法

②体制図（ポンチ絵）の準備

（2）Q-SACCS の記入方法 動画あり

Q-SACCSの記入方法を説明します。
Q-SACCSの記入用のシートを準備してください。

シートは、専用URL（https://q-saccs.hp.peraichi.
com/）からパワーポイント・ファイルとしてダウンロード
できます。このマニュアルの「Ⅲ Q-SACCSの記入用シー
ト」のページをコピーして使ってもかまいません。

用意しているシートは、0歳から15歳までのバージョ
ンと成人期まで記入できるバージョンの2種類です。用
途に応じて使い分けてください。原理的に、Q-SACCS
は横軸を伸ばしていくことで、高齢期支援への移行まで
を見据えた市区町村の支援体制づくりを見える化するこ
とができます。

パワーポイントをダウンロードされた場合は、各自治体
の事情に合わせて適宜改変していただいても結構です。

次に、市区町村がすでに作成している体制図
（「ポンチ絵」とも呼ぶ）を準備します。

体制図とは、市区町村内で実施している母
子保健、子育て支援、教育的支援、障害福祉
サービス等の住民サービスを図に記したもの
を指します。

市区町村内に既存の体制図がない場合は、
③に進んでください。

ある自治体の体制図を例にとります。
縦軸には年齢が示され、横軸には1次予防、

2次予防、3次予防（Caplan, 1970）の支援内
容が示されています。

この体制図は、母子保健を管轄する部署で作
成した母子保健支援システム図です。母子保
健、子育て支援、特別支援教育、障害福祉サー
ビスを管轄する部署が集まって合同で体制図
を作っている自治体の場合は、その方がよいで
しょう。この自治体のように体制図を各部署で
作成している場合は、可能であれば各部署で作
成した体制図を集めるようにしてください。
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体制図に書かれた各取り組みを以下のレベルに
分けて、Q-SACCSの白い四角の枠に記入してく
ださい。
レベルⅠ:�すべての子どもと家族を対象とした取

り組み
レベルⅡ:�特定の子どもと家族を対象とした取り

組み
レベルⅢ:�医療的ニーズのある子どもと家族を対

象とした取り組み

インターフェイス（つなぎ）を担う事業や取り組み
があれば、Q-SACCSの黄色い四角の枠に記入し
てください。体制図の矢印の部分は、インターフェ
イスとして具体化することが必要かもしれませ
ん。また、すでに事業化されているものの中にもイ
ンターフェイスを担うものがあるかもしれません
ので、その場合は黄色い四角の枠に記入してくだ
さい。

③Q-SACCSの白い四角の枠に記入

■ 体制図に書かれた事業や取り組みをQ-SACCSに転記します。

次に、準備した体制図の中に書かれた事業・取り組み・機関をQ-SACCSに転記します。
体制図がない場合、以下の内容を参照しながら、まずは自身が携わっている事業や取り組みを記入

します。その後、自身が携わっている事業や取り組みの前後で行われている事業や取り組みを、わか
る範囲で記入します。全ての枠を埋めることを目標にする必要はありません。

記入は、白い四角の枠から始めます。
横軸に沿って、年齢帯ごとの事業・取り組み・機関を転記します。ここでは、年齢帯は義務教育卒

業までの15歳を最終年齢とします。
縦軸は、レベルⅠからⅢまでに振り分けて転記します。レベルⅠは、市区町村内のすべての子どもと

家族を対象とした取り組みです。たとえば、乳幼児健診などがレベルⅠに該当します。レベルⅡは、特
定の子どもと家族を対象とした取り組みです。たとえば、児童発達支援事業などがレベルⅡに該当
します。レベルⅢは、医療的ニーズのある子どもと家族を対象とした取り組みです。地域で発達障
害の診断と治療を行っている小児科、小児神経科、児童精神科などの医療機関を指します。市区町
村内の医療機関だけでなく、市区町村外に立地していても市区町村内に在住している子どもと家
族が受診している医療機関もここに記入します。

24



8

④Q-SACCSの黄色い四角の枠に記入

⑤Q-SACCSの記入例

次に、インターフェイス（つなぎ）を担う事業や取り組みがあれば、Q-SACCSの黄色い四角の枠
に記入してください。体制図の矢印の部分は、インターフェイスとして具体化することが必要かも
しれません。また、すでに事業化されているもののなかにもインターフェイスを担うものがあるかも
しれませんので、その場合は黄色い四角の枠に記入してください。インターフェイスには、紹介や
情報共有などの時間軸を同じくする「共時的インターフェイス」と、引き継ぎなど時間軸が移り行政
内の管轄が移行する「継時的インターフェイス」の2種類があります。

このインターフェイスの部分でどのような事業や取り組みが行われているのかを明確にすること
が、Q-SACCSの特長であり、従来の体制図と異なるところです。市区町村の支援体制を見える化
する上で、インターフェイスの記載は特に重要です。

インターフェイスを記入するときの留意点は、「だれが、いつ、どこで、なにを、どんな目的で、ど
のように」行うのかが具体的にわかるように記入することです。なお、「だれが」を記載する場合は、
地区担当保健師などの人（専門職種や立場）を記す場合と、「相談支援ファイル」、「サポートブック」、

「保こ幼小連絡会」などの事業や取り組みを記す場合とがあります。両方ともある場合、すべて記
入してください。

例示した自治体の体制図から発達障害の支援
に関連する事業・取り組み・機関をQ-SACCSに
転記したところ、図のようになりました。体制図が
母子保健のものであるため、0~3歳のところが
多く、4歳以降のところは転記できる事業・取り
組み・機関があまりありません。

そこで、体制図に記載されていない事業・取り
組み・機関を把握している範囲で記入します。複
数の部署から集まって協力すると、より網羅的に
記入できます。

わかる範囲で記入した状態を図に示します。
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⑥事業・取り組み・機関の位置づけの整理

次に、それぞれの事業・取り組み・機関の位置づけを整理します。事業等のすべてを市区町村の
職員が行っている場合は「○」を記入します。一部を民間事業所等へ委託して実施している場合は

「△」を記します。すべてを民間事業所等へ委託している場合は「□」を記入します。この整理は、
Q-SACCSの枠内に記している事業や取り組みの実施要綱などを確認することで容易に行うこと
ができます。

次に、Q-SACCSの枠内に記した事業・取り組み・機関の色分けを行います。この作業を行うこ
とによって、市区町村の支援体制を点検し、現状の支援体制において何ができていて（充足してい
て）、何が課題なのか（足りないのか）を明確にしていくことができます。

明確に事業化できており、質が担保されている取り組みは、青い色にしてください。質が担保さ
れているかどうかの判断は、その事業や取り組みの目的・方法・期待される効果が明文化されてい
ることを基準として行ってください。青色で示される事業や取り組みは、市区町村の支援体制の強
みになります。

その事業や取り組みの手続きが不明確であり、現場の個人に手続きが任されている場合は、赤
い色にしてください。その事業や取り組みを担う人が替わると、手続きそのものが変更される可能
性があるからです。市区町村の支援体制づくりにおいて、赤い色で示された課題については、個人
に依存せず市区町村内で手続きを明確化し共有していく必要があります。

事業や取り組みが個人に依存せず手続きは明確であるものの、質の向上が課題となる場合やマ
ンパワー不足が問題となっている場合は、緑色にしてください。その事業や取り組みに関する機能
強化をしていく必要があります。
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⑦ 「PDCAサイクル」による検証

たとえば、発達障害のある子どもと家族が幼児期に保育園等で受けた支援に関する情報を就学
する小学校へ引き継ぐ場合に、個々の園や学校の現場スタッフの自主的判断に依存する取り組み
ではなく、市区町村内のどの園からどの学校に就学する場合であっても同様の手続き（誰と誰が、
いつ、どのような様式で、何を目的に、どのように引き継ぎ、引き継がれた情報をどのように管理
し、就学後に活かすのかなどの手続き）を行えるように明確な仕組みを作っていくためのPDCAが
必要です。

事業や取り組みが個人に依存せず手続きは明確であるものの、質の向上が課題である場合は、
その取り組みを担う人材の育成や、圏域・県域の専門職への協力要請を行うためのPDCAが必要
です。

たとえば、乳幼児健診における子育て支援・発達支援における保護者相談の質の向上を図りた
い場合は、国が推奨しているツールの用途や限界を健診従事者全員が理解すること、問診場面の
ロールプレイなどを実施すること、乳幼児健診マニュアルを作成することを経て、そのツールを既
存の健診ルーチンに無理なく導入してみるというPDCAを実施していきます。

Plan

Do

Check

Action

・�引き継ぎが現場スタッフの自主的判断に依存
→�誰でも同様の手続きを行えるように、明確

な仕組みをつくるためのPDCAが必要

・�質の向上が課題
→�人材育成、圏域・県域の専門職への協力要

請を行うためのPDCAが必要
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⑧ 例示した自治体のQ-SACCSが完成

例示した自治体のQ-SACCSが完成しました。どこが事業主体となっているかを分類し、さ
らに色分けを行うことによって、自治体でできていること（強み）と課題が残るところが明確に
なりました。また、空欄が残っており、ここを埋めていくことが課題であることもわかりました。

【引用文献】
Caplan,G.著 ,新福尚武 監訳（1970）：予防精神医学．朝倉書店

＜市町村名 ＞
＜人口： 人＞
＜年間出生： 人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ（毎日）
日常生活水準

〇乳幼児健診 △保育園・幼稚園
・認定こども園

〇小学校・中学校

〇サポートブック
〇保健師の引き継ぎ

〇サポートブック
〇保・幼・こ・小連絡会

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

〇新生児訪問
〇親子クラブ
〇乳幼児こころの健
康相談
〇要観察児教室
〇養育支援家庭訪問
事業

△保育所等巡回相談
事業

〇特別支援教育
コーディネーター
△保育所等巡回相
談事業

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

〇発達相談
〇発達支援相談（県
保健所）

〇サポートブック 〇発達障害専門相談
〇児童発達支援セン
ター（県立）
□児童発達支援事業
所

〇サポートブック
〇教育支援委員会

〇発達障害専門相
談
〇特別支援学校
〇特別支援学級
〇通級指導教室
□放課後等デイ
サービス

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

〇保健師の受診同行 〇保健師の受診同行
〇サポートブック

レベルⅢ
医療的支援

□A病院＜市内＞
〇B病院＜市外＞

・・・継続・・・ □A病院＜市内＞
〇B病院＜市外＞

・・・継続・・・ □A病院＜市内＞
〇B病院＜市外＞

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

■Q-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）
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① グループワークの進め方

（3）Q-SACCSを用いたグループワーク

Q-SACCSを用いて、市区町村の支援体
制づくりを進めていくための演習の例を紹介
します。

この演習の目的は、Q-SACCSを用いなが
ら参加者が携わっている市区町村の支援体
制を見える化することによって、①「わがまち
の強みや価値」を発見し、②抽出された課題
を解決するために取り組む動機や解決に向
かうヒントを得ることにあります。

演習はグループで行います。ここでは、1グループあたり4名を想定して時間配分しています。
参加人数や全体の時間数によって、グループあたりの人数や時間配分を調整することが可能で
す。

この演習は、市区町村の行政担当者、専門職および圏域・都道府県の行政担当者、専門職が主
な対象ですが、発達障害者支援地域マネージャーや発達障害者支援センター、基幹型相談支援事
業所、児童相談所、精神保健福祉センター、知的障害者更生相談所、圏域福祉事務所や保健所な
どに勤務する専門職のなかで、市区町村の支援体制づくりを応援する立場の方々も対象にしてい
ます。また、複数の市区町村や圏域で設置されている地域自立支援協議会の構成員で行うことも
可能です。

なお、市区町村設置の自立支援協議会の構成員が集まって演習する場合は、④⑤と⑥の前半は
省略してかまいません。

グループは、同じ規模の自治体同士で構成するのがよいでしょう。圏域や都道府県主催で演習
を行う場合は、同じ規模の市区町村からなる各4~6名のグループを作って実施します。

■�オリエンテーション・個別ワーク（25分） 
『わがまち』のQ-SACCSを行う

■�全体共有（25分） 
市・町・村　それぞれ1~2名ずつ
作成したQ-SACCSを発表いただく

■�グループワーク（45分） 
市・町・村　各グループで意見交換
我がまちの強み、課題　&
グループ共通の強み、課題

■�全体共有（15分） 
市・町・村　各グループ　から
意見交換の内容を発表いただく

■全体討論（10分）

進行役

記録・全体発表役

29



13

② オリエンテーション

③ 個別ワーク

まず、各1分間程度の持ち時間で自己紹介
を行います。自己紹介の内容は、ご自身の所
属、名前、本演習への参加動機と好きな動物
とします。

1.�自己紹介（1分間スピーチ） 
ご所属・お名前・参加の動機・好きな動物

2.�役割決定
進行役は　○○が○○な人
記録役と発表者は○○が○○な人

■�個別ワーク（25分） 
『わがまち』の　Q-SACCS　を行う

全員の自己紹介を終えた後に、役割分担を決めます。自己紹介の中で話した好きな動物が、グ
ループ内で最も大きい動物であった人が進行役を担い、最も小さい動物であった人が記録役と全
体発表役を担います。

自己紹介と役割分担は、アイスブレイクも兼ねています。好きな動物を定番の犬や猫と発言する
人が複数いる場合には、犬や猫の種類も追加質問してみるなど、場の雰囲気を和やかにする工夫
も必要です。

次に、個人ワークで「わがまち」のQ-SACCSを実施します。
記入法については、『（2）Q-SACCSの記入方法』を参照してください。色分けによる強みや課題

の抽出は、可能な範囲で実施します。個人ワークの段階で色分けできない場合は、グループワーク
で色分けを行います。

＜市町村名 ＞
＜人口： 人＞
＜年間出生： 人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ（毎日）
日常生活水準

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

レベルⅢ
医療的支援

病院
＜内 ・外 ＞ ・・・継続・・・ 病院

＜内 ・外 ＞ ・・・継続・・・ 病院
＜内 ・外 ＞

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

■Q-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

〈市町村名 〉
〈人口： 人〉 0～3歳

継時的
インター
フェイス
（引き継ぎ）

5W1H

4～6歳

継時的
インター
フェイス
（引き継ぎ）

5W1H

7～15歳

継時的
インター
フェイス
（引き継ぎ）

5W1H

16～18歳

継時的
インター
フェイス
（引き継ぎ）

5W1H

19～35歳

継時的
インター
フェイス
（引き継ぎ）

5W1H

36歳～

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

共時的
インター
フェイス
（情報共有、
紹介等）
5W1H

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

共時的
インター
フェイス
（情報共有、
紹介等）
5W1H

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

■Q-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

▲シート 1 ▲シート 2
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④ 全体共有

⑤ グループワーク

■�全体共有（25分） 
市・町・村　それぞれ1~2名ずつ作成した
Q-SACCS　を発表いただく

■�グループワーク（45分） 
『市・町・村　各グループで意見交換
我がまちの強み、課題　&
グループ共通の強み、課題

個人ワークで作成したQ-SACCSを1人あたり3分程度で発表し、全体で共有します。
発表者の数は、市区町村の規模ごとに1~2人とします。
全体で共有する目的は、①Q-SACCSの用途を確認すること（記入方法に沿って記入できている

かの確認など）、②規模の異なる他の市区町村の体制を知ることで、「わがまち」の強みや課題抽出
の気づきを得ることです。

1人ずつQ-SACCSを発表した後に、質疑応答を行います。助言者がいる場合には、助言者にコ
メントを求めます。助言者は、目的①②に沿ってコメントを行います。

個人ワークで作成したQ-SACCSを用いて、グループワークを行います。
進行役が司会をしながら、グループメンバー全員が順番に①個人ワークで記入したQ-SACCS

を紹介、②グループメンバーからの質疑とコメントの順で進行します。
1人の持ち時間は8分程度を目安とします。その内訳は、Q-SACCSの紹介に3分程度、グルー

プメンバーの質疑とコメントに5分程度とします。
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⑥ グループまとめ

発表者以外のグループメンバーは、各自が
作成した「わがまちのQ-SACCS」と比較しな
がら発表者に質疑を行い、発表者が気づいて
いない市区町村の支援体制の強みや課題が
あれば、コメントします。

発表者が発言した強みと課題に加えて、グ
ループメンバーがコメントした強みと課題を
記録役が記録します。

すべてのグループメンバーの発表と質疑・
コメントが終わったら、記録役が記録した表を
全員で共有しながら、グループに共通する強
みと課題を残りの時間10分程度で協議しま
す。

この協議の目的は、他の市区町村の強みと
課題を知ることで、①改めて「わがまちの支援
体制の強み」を発見すること、②「わがまちの
支援体制の課題」を解決するヒントを得ること

（他の市区町村の強みが活用できるかもしれ
ないという気づきを得ること）です。

演習を市区町村の支援体制づくりをサポートする部署や機関が主
催している場合は、参加者への事後アンケートを実施し、演習の感
想や意見と共に、参加者各自の気づきを実際に具現化して、市区町
村単位で取り組むために受けたいサポートを記す欄を設けるなどの
工夫をするとよいでしょう。たとえば、支援体制づくりのサポートを
受けたい場合は、担当者名と連絡先などの記名を求めることで、演
習のフォローアップを実施することができます。

ワンポイントアドバイス
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⑦ 全体共有と全体討論

次に、各グループに共通した強みと課題を全体で共有
します。

グループ数にもよりますが、各グループ3分程度で発
表します。

各グループで行った協議内容を全体で共有することに
よって、人口規模の異なる市区町村の強みや課題を知る
ことができます。これも、①改めて「わがまちの支援体制
の強み」を発見すること、②「わがまちの支援体制の課題」
を解決するヒントを得ること（他の市区町村の強みが活用
できるかもしれないという気づきを得ること）につながり
ます。

最後に、全体討論を行い、参加者からの自由な感想や意見を求めます。
個人ワークによって市区町村の支援体制づくりの「最初の一歩」として「見える化」を行えたこと、

グループワークと全体共有では、他の市区町村の支援体制を理解することでわがまちの強みを発
見し、課題解決のヒントを得たことを全体討論の場で確認します。
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人口が10万人規模のA市を例に
とって、実 際にQ-SACCSを用いて
行った地域の支援体制の点検につい
てご紹介します。

なお、ここで紹介する内容について
は、実際に行った例に一部修正を加え
ています。

A市は人口約130,000人で、年間
出生数は約1,450人です。

教育・保育・福祉等の状況について
は、表に示した通りです。

（4）Q-SACCSを用いた実践例 動画あり

a. 人口10万人規模のA市

人口10万人規模のA市

全年齢人口：約１3０,０００人 （出生数：約1,450人） 世帯数：約58,０００世帯

〈教育〉 高等学校（5校）、中学校（11校）、小学校(20校）、幼稚園（18園）
特別支援学校（高等部２校）

〈保育等〉 保育園（公立2ヶ所、認可保育所38ヶ所、認可外保育園19ヶ所、

認定こども園11ヶ所（うち１ヶ所公立こども園）

地域型保育事業（小規模保育事業所18ヶ所、事業所内保育事業所5ヶ所）

学童クラブ（54ヶ所）、児童館・児童センター（6ヶ所）

〈福祉〉 市立児童発達支援センター（1か所）

児童発達支援事業所（30ヶ所）、放課後等デイサービス（46ヶ所）

保育所等訪問支援事業所（2ヶ所）

就労継続支援A型(15事業所) 、B型(40事業所) 、就労移行支援(5ヶ所) 

A市の支援体制
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A市では、関係課が2ヵ月に1度集
まって「A市発達を支援する関係課連
絡会」を開催し、市内の発達支援に関
する課題について情報共有および課
題解決に向けた検討を行ってきまし
た。しかし、人事異動で参加者が代わ
る中で、目の前の課題解決に追われ、
系統立った支援計画立案には至って
いない点が課題でした。

あるとき、この連絡会に外部専門機
関として招いた県の発達障害者支援
センター職員よりQ-SACCSの紹介
を受け、市内の強み・課題を確認する
ことを目的に、連絡会で Q-SACCSを
作成することになりました。

その翌年には、県の発達障害者支援センターが主催したQ-SACCS研修会で実践報告を行い、他の自治体から
評価してもらうことで、さらなるブラッシュアップを行いました。

連絡会で作成したQ-SACCSを示
します。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○乳幼児健診
△保育園
△こども園

○乳幼児健診
○幼稚園
△保育園
△こども園

○小学校
○中学校

○保健師
○巡回相談(心理士)
△保育士
△要保護児童対策
地域協議会

○保・幼・こ・小連絡協議会
就学相談会

○教育支援委員会
○保健師
○巡回相談(心理士)
○教育支援センター
△要保護児童対策地域協議会

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○発達フォロー事業
○子育て相談健康相談
□サポートノート
（ツール）

○保健師
○巡回相談(心理士)
○幼稚園教諭
○教育支援センター
△保育士
□サポートノート
（ツール）

○教育支援センター
□学校訪問相談員

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△家庭相談員
□相談支援専門員
□委託相談員

○児童発達支援センター
△発達支援保育
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
□相談支援専門員
□委託相談

○児童発達支援センター
○適応指導教室
○教育支援センター
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○心理士・ST
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

■Q-SACCS①（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

１． 「A市発達を支援する関係課連絡会」にて、市内の発達課題について検討してきたが、

人事異動で参加者が代わる中で、目の前の課題解決に追われ、系統立った支援計画

立案には至っていなかった。

２． 同連絡会に外部専門機関として招いた県発達障害者支援センターより、「Q-SACCS」の紹介を

受け、市内の強み・課題を確認することを目的に、連絡会で Q-SACCSを作成。

３． 県発達障害者支援センターが主催したQ-SACCS研修会で実践報告を行い、

他の自治体から評価してもらうことで、さらなるブラッシュアップを行った。

※ 「A市発達を支援する関係課連絡会」とは、市内の発達支援に関する課題について、情報共有及び

課題解決に向けた検討を行うことを目的に、関係課が隔月で集まる庁内会議。

Q-SACCS作成の経緯
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0歳~3歳では、レベルⅠ（日常生活
水準）において、保育園やこども園が
保育だけでなく、発達が気になる子ど
もの発見機能も担っていると考えられ
ました。

ここで気になった子どもについて、
つなぎとして保健師や市で実施する
子育て相談等を活用し、レベルⅡの療
育的な支援へつないでいきます。

レベルⅡについては、A市では市直
営の児童発達支援センターを運営し
ており、療育支援など子どもや保護者
の状態に応じた支援を提供していま
す。一方で、児童発達支援事業所の機
能強化は課題が残っていると考えられました。

診断や専門的な治療が必要になったケースについては、医療機関につなぐためのインターフェイスとして、基幹
相談支援センターや委託相談など福祉の支援が活用されていました。また、この時期は、保健師が果たすインター
フェイスの役割が、大変重要になっていると分析されました。

次に、ほとんどの子どもが幼稚園・
保育園・こども園に通うようになる4
歳~6歳への継時的インターフェイス
について述べます。

レベルⅠで保育園等に所属していた
子どもについては、保育士が引き継ぎ
の中心となります。また、心理士による
巡回相談等で発達が気になるとして
把握されている子どももおり、その場
合は、心理士や保健師によって引き継
がれます。ただ、誰がいつ引き継ぐの
か、明確化が課題であると考えられま
した。

A市では、3歳まで子どもが属して
いた園の保育士と就園予定先の幼稚園教諭が、互いの施設を行き来し、子どもの様子を観察する機会を積極的に
設けており、公立・民営の垣根を超えたスムーズな情報共有ができる仕組みが整っています。

また、児童虐待等が疑われるようなケースについては、要保護児童対策地域協議会で丁寧な経過観察を行って
います。

レベルⅡの療育的な支援が実施されている子どもについては、保健師や心理士、相談支援専門員などによる引
き継ぎが主になります。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○乳幼児健診
△保育園
△こども園

○乳幼児健診
○幼稚園
△保育園
△こども園

○小学校
○中学校

○保健師
○巡回相談(心理士)
△保育士
△要保護児童対策
地域協議会

○保・幼・こ・小連絡協議会
就学相談会

○教育支援委員会
○保健師
○巡回相談(心理士)
○教育支援センター
△要保護児童対策地域協議会

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○発達フォロー事業
○子育て相談健康相談
□サポートノート
（ツール）

○保健師
○巡回相談(心理士)
○幼稚園教諭
○教育支援センター
△保育士
□サポートノート
（ツール）

○教育支援センター
□学校訪問相談員

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△家庭相談員
□相談支援専門員
□委託相談員

○児童発達支援センター
△発達支援保育
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
□相談支援専門員
□委託相談

○児童発達支援センター
○適応指導教室
○教育支援センター
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○心理士・ST
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

■Q-SACCS①（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○乳幼児健診
△保育園
△こども園

○乳幼児健診
○幼稚園
△保育園
△こども園

○小学校
○中学校

○保健師
○巡回相談(心理士)
△保育士
△要保護児童対策
地域協議会

○保・幼・こ・小連絡協議会
就学相談会

○教育支援委員会
○保健師
○巡回相談(心理士)
○教育支援センター
△要保護児童対策地域協議会

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○発達フォロー事業
○子育て相談健康相談
□サポートノート
（ツール）

○保健師
○巡回相談(心理士)
○幼稚園教諭
○教育支援センター
△保育士
□サポートノート
（ツール）

○教育支援センター
□学校訪問相談員

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△家庭相談員
□相談支援専門員
□委託相談員

○児童発達支援センター
△発達支援保育
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
□相談支援専門員
□委託相談

○児童発達支援センター
○適応指導教室
○教育支援センター
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○心理士・ST
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

■Q-SACCS①（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。
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4歳~6歳における支援体制につい
て述べます。

インターフェイスとして保健師、巡
回相談の心理士、幼稚園教諭、保育士
が関わるのに加えて、幼稚園児につい
ては教育委員会管轄の教育支援セン
ターの就学相談員も関与して、情報の
把握に努めています。

レベルⅡおよび医療へのつなぎにつ
いては、0~3歳と同様の体制と考えら
れました。

就学に際してのインターフェイスに
ついて述べます。

レベルⅠでは、各機関の支援者を集
め、就学までの流れを共有する「保・
幼・こ・小連絡協議会就学相談会」お
よび、保護者と就学先を決定していく
教育支援委員会が大きな役割を果た
しています。

レベルⅡのサービスを利用している
子どもに関するつなぎでは、相談支援
専門員を中心とした事業所間の引き
継ぎが大きな比重を占めていました。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○乳幼児健診
△保育園
△こども園

○乳幼児健診
○幼稚園
△保育園
△こども園

○小学校
○中学校

○保健師
○巡回相談(心理士)
△保育士
△要保護児童対策
地域協議会

○保・幼・こ・小連絡協議会
就学相談会

○教育支援委員会
○保健師
○巡回相談(心理士)
○教育支援センター
△要保護児童対策地域協議会

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○発達フォロー事業
○子育て相談健康相談
□サポートノート
（ツール）

○保健師
○巡回相談(心理士)
○幼稚園教諭
○教育支援センター
△保育士
□サポートノート
（ツール）

○教育支援センター
□学校訪問相談員

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△家庭相談員
□相談支援専門員
□委託相談員

○児童発達支援センター
△発達支援保育
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
□相談支援専門員
□委託相談

○児童発達支援センター
○適応指導教室
○教育支援センター
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○心理士・ST
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

■Q-SACCS①（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○乳幼児健診
△保育園
△こども園

○乳幼児健診
○幼稚園
△保育園
△こども園

○小学校
○中学校

○保健師
○巡回相談(心理士)
△保育士
△要保護児童対策
地域協議会

○保・幼・こ・小連絡協議会
就学相談会

○教育支援委員会
○保健師
○巡回相談(心理士)
○教育支援センター
△要保護児童対策地域協議会

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○発達フォロー事業
○子育て相談健康相談
□サポートノート
（ツール）

○保健師
○巡回相談(心理士)
○幼稚園教諭
○教育支援センター
△保育士
□サポートノート
（ツール）

○教育支援センター
□学校訪問相談員

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△家庭相談員
□相談支援専門員
□委託相談員

○児童発達支援センター
△発達支援保育
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
□相談支援専門員
□委託相談

○児童発達支援センター
○適応指導教室
○教育支援センター
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○心理士・ST
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

■Q-SACCS①（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。
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7歳~15歳については、以下の通り
です。

レベルⅠは通常の小学校および中学
校の通常の学級です。レベルⅡには特
別支援学校、特別支援学級、通級指導
教室などの特別支援教育の場が入り
ますが、それ以外に児童発達支援セ
ンター、適応指導教室、教育支援セン
ター、放課後等デイサービス、保育所
等訪問支援などのサービスが利用さ
れています。

特別支援教育の利用に関する相談
や不登校の相談については、教育支援
センターが担っています。

A市 では、15歳 以 降 につ い ても
Q-SACCSで情報を整理してみまし
た。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

7～15歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
15～18歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
19～35歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○小学校
○中学校 □高校 □職業訓練

□ハローワーク

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
○教育委員会からの引き継ぎ
△要保護児童対策地域協議会

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
□高校教員共時的

インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
□学校訪問相談員

○教育支援センター
□高校教員

○つなぎ支援
コーディネーター

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
○教育支援センター
○適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員

○児童発達支援センター
○教育支援センター
□適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員
□障害者就業・生活支援
センター

□就労支援(A、B、移行)
□障害者就業・生活支援
センター

□ハローワーク(専門援助)

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
□委託相談
□訪問看護

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

■Q-SACCS②（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○乳幼児健診
△保育園
△こども園

○乳幼児健診
○幼稚園
△保育園
△こども園

○小学校
○中学校

○保健師
○巡回相談(心理士)
△保育士
△要保護児童対策
地域協議会

○保・幼・こ・小連絡協議会
就学相談会

○教育支援委員会
○保健師
○巡回相談(心理士)
○教育支援センター
△要保護児童対策地域協議会

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○発達フォロー事業
○子育て相談健康相談
□サポートノート
（ツール）

○保健師
○巡回相談(心理士)
○幼稚園教諭
○教育支援センター
△保育士
□サポートノート
（ツール）

○教育支援センター
□学校訪問相談員

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△家庭相談員
□相談支援専門員
□委託相談員

○児童発達支援センター
△発達支援保育
□児童発達支援
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
□相談支援専門員
□委託相談

○児童発達支援センター
○適応指導教室
○教育支援センター
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○保健師
○心理士・ST
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○保健師
○心理士
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策
地域協議会

□委託相談

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

■Q-SACCS①（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。
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A市では、市単独事業として、「つな
ぎ支援コーディネーター事業」を実施
しています。この事業では、就学中ま
たは就労している人に対し、相談ニー
ズを整理した上で、必要に応じて福祉
サービスを案内しています。軽度の知
的障害があることを見逃されて、長期
間にわたって障害児者の支援につな
がってこなかったケースなどが、この
事業によって福祉サービスへとつなげ
られています。

中学卒業後の15歳~18歳におい
ては、レベルⅠからレベルⅡへの引き継
ぎが課題となります。高校は県立の管
轄であるため、市立の教育支援セン
ターの関与が難しくなるからです。引
き継ぎについては各高校に頼る部分
が大きく、誰がいつ引き継ぐのかの明
確化が課題です。また、学校に属して
いない人の状況の把握や、この年代を
対象とした放課後等デイサービスの確
保についても同様に課題となっていま
す。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

7～15歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
15～18歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
19～35歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○小学校
○中学校 □高校 □職業訓練

□ハローワーク

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
○教育委員会からの引き継ぎ
△要保護児童対策地域協議会

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
□高校教員共時的

インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
□学校訪問相談員

○教育支援センター
□高校教員

○つなぎ支援
コーディネーター

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
○教育支援センター
○適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員

○児童発達支援センター
○教育支援センター
□適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員
□障害者就業・生活支援
センター

□就労支援(A、B、移行)
□障害者就業・生活支援
センター

□ハローワーク(専門援助)

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
□委託相談
□訪問看護

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

■Q-SACCS②（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

7～15歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
15～18歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
19～35歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○小学校
○中学校 □高校 □職業訓練

□ハローワーク

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
○教育委員会からの引き継ぎ
△要保護児童対策地域協議会

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
□高校教員共時的

インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
□学校訪問相談員

○教育支援センター
□高校教員

○つなぎ支援
コーディネーター

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
○教育支援センター
○適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員

○児童発達支援センター
○教育支援センター
□適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員
□障害者就業・生活支援
センター

□就労支援(A、B、移行)
□障害者就業・生活支援
センター

□ハローワーク(専門援助)

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
□委託相談
□訪問看護

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

■Q-SACCS②（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。
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成人期の支援へのインターフェイス
についても、学校に頼るところが大き
いのが現状です。普通高校の教員が
どこまでその役割を担うのかの明確
化が課題となります。

特別支援学校に所属していた人に
ついては、原則として障害者就業・生
活支援センターへ登録することになっ
ており、継続した支援が実施できてい
ます。

19歳以降では、レベルⅠの支援とし
ての一般の職業訓練やハローワーク
では対応しきれない場合に障害者を
対象とした就労支援の利用へのつな
ぎが必要です。

A市では、先に述べたつなぎ支援
コーディネーターが配置されており、
就学中、就労後を問わず相談ニーズを
確認し、必要に応じて福祉サービスに
つなぐ仕組みができています。

レベルⅡの支援では、就労支援機関
の支援の質の均てん化が大きな課題
となっており、機能強化が求められて
います。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

7～15歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
15～18歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
19～35歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○小学校
○中学校 □高校 □職業訓練

□ハローワーク

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
○教育委員会からの引き継ぎ
△要保護児童対策地域協議会

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
□高校教員共時的

インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
□学校訪問相談員

○教育支援センター
□高校教員

○つなぎ支援
コーディネーター

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
○教育支援センター
○適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員

○児童発達支援センター
○教育支援センター
□適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員
□障害者就業・生活支援
センター

□就労支援(A、B、移行)
□障害者就業・生活支援
センター

□ハローワーク(専門援助)

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
□委託相談
□訪問看護

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

■Q-SACCS②（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

＜A市＞
＜人口：

130,000人＞
＜年間出生：

1450人＞

7～15歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
15～18歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
19～35歳

レベルⅠ
（毎日）
日常生活
水準

○小学校
○中学校 □高校 □職業訓練

□ハローワーク

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
○教育委員会からの引き継ぎ
△要保護児童対策地域協議会

○つなぎ支援
コーディネーター

○教育支援センター
□高校教員共時的

インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
□学校訪問相談員

○教育支援センター
□高校教員

○つなぎ支援
コーディネーター

レベルⅡ
（定期的）
専門療育的
支援

○児童発達支援センター
○教育支援センター
○適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員

○児童発達支援センター
○教育支援センター
□適応指導教室
□放課後等児童デイサービス
□保育所等訪問支援

○基幹相談支援センター
○心理士
△家庭相談員
□委託相談
□相談支援専門員
□障害者就業・生活支援
センター

□就労支援(A、B、移行)
□障害者就業・生活支援
センター

□ハローワーク(専門援助)

共時的
インター
フェイス

（情報共有、
紹介等）
5W1H

○教育支援センター
○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
△要保護児童対策地域協議会
□委託相談

○基幹相談支援センター
□委託相談
□訪問看護

レベルⅢ
医療的支援

●●病院
＜内・外＞ ・継続・ ●●病院

＜内・外＞ ・継続・ ●●病院
＜内・外＞

■Q-SACCS②（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。
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Q-SACCSを作成することで、A市
には豊富な社会資源があることが確
認されました。

特に、市直営のセンターが存在す
ることで、専門職を確保しつつ、継続
的な支援を実施していくことが可能と
なっていることが確認されました。

また、市単独事業で配置されている
つなぎ支援コーディネーターは、教育
から就労という移行の難しい時期を支
える、非常に心強い役割を果たしてい
ることがわかりました。ただし、この事
業について知らない他課の職員も多
いこともQ-SACCSを用いた会議で明
らかとなりました。このように、所属する自治体の制度や事業について確認できることも、Q-SACCSによる点検
の利点であると言えます。

他にも、民間の福祉サービス提供事業所の数が多いことも、A市の強みであると考えられました。

一方、A市の課題として、以下の点
が挙げられました。

まず、関与する機関や支援者が多
く、それぞれの役割が不明確である
ことが挙げられます。対策としては、
Q-SACCSを経年で作成することで、
各事業やその役割の理解を深めてい
くことに加え、「A市こどもの発達に
関する指針（仮）」の策定を検討し、参
加者が代わっても引き継がれる支援
体制構築を目指すことが考えられまし
た。

事業所の支援の質の均てん化の課
題については、研修や情報交換の機会
を、市直営センターで企画できないか、検討しています。

また、市内共通の情報引き継ぎツールとして、サポートノートがすでにありますが、十分には普及していないこと
が指摘されました。今後さらに周知徹底していくことが重要ですが、個別支援計画などの行政手続き上の書類と
書式が異なることも課題と思われたため、書式のすり合わせを検討する必要があると思われました。

A市の課題 ＝ 明確化と機能強化が課題

1. 関与する機関・支援者が多く、それぞれの役割が不明確
対策：Q-SACCSの経年作成及び、

「A市こどもの発達に関する指針（仮）」の策定を検討。

２． 事業所の支援の質の均てん化が課題
対策：市直営センターが中心となった連絡会及び、

研修会の定期開催を検討。

３． 市内共通の情報引き継ぎツールの普及が不十分
対策：既存のサポートノートの周知徹底や、

個別支援計画書等との書式のすり合わせを検討。

A市の強み ＝ 社会資源が豊富

1. 市直営のセンターが充実
・児童発達支援センター：気付きの支援から療育、
地域支援までを担う。
・教育支援センター：就学相談、不登校を含む教育相談を実施。
・基幹相談支援センター：障害福祉に係る相談に対応する。

２． つなぎ支援コーディネーター事業（市単独事業）
・就学中または就労後も含め、相談ニーズを確認し、
必要に応じ福祉サービスつなぐ。

３． 福祉サービス提供事業所が多い
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Q-SACCSを用いて地域の支援体
制を点検したことによって、市内の強
みと課題が視覚的に整理できました。
また、市内の強みを確認でき、職員の
エンパワーメントにつながりました。
自治体規模が大きくなると、他課の事
業だけでなく、自分の課の事業でさえ
係が違うと把握できていないことに気
が付いたという感想もありました。経
年で実施していくことで、支援体制整
備の状況が俯瞰しやすくなるだけでな
く、人事異動もある中で引き継ぎ資料
としても有用と思われました。

•市内の強みと課題が視覚的に整理できた。

•市内の強みを確認でき、職員のエンパワーメントにつながった。

•自治体規模が大きくなると、他課の事業だけでなく、同課の事業
でさえ、係が違うと把握できていないことに気が付いた。

•経年で実施していくことで、支援体制整備の状況が俯瞰しやす
い。また、人事異動もある中で、引き継ぎ資料としても有用。

地域の支援体制を点検したことの感想
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人口が5万人規模のB市を例にとっ
て、実際にQ-SACCSを用いて行った
地域の支援体制の点検についてご紹
介します。

なお、ここで紹介する内容について
は、実際に行った例に一部修正を加え
ています。

B市は、人口約45,000人で、年間
出生数は約500人です。

教育・保育・福祉・医療の状況につ
いては、表に示した通りです。

b. 人口5万人規模のB市

人口5万人規模のB市

全年齢人口：約45,０００人 （出生数：約500人） 世帯数：約22,０００世帯

地理的特徴：離島

〈教育〉 高等学校（3校）、中学校（5校）、 小学校（15校）、幼稚園（11園）

特別支援学校（１校）

〈保育等〉 保育園（公立３ヶ所、公立こども園3ヶ所、私立こども園5ヶ所、

認可保育園１９ヶ所、認可外保育園 ４ヶ所）

地域型保育事業（小規模保育事業所１3ヶ所、事業所内保育事業所4ヶ所）

学童クラブ（14ヶ所）、児童館（２ヶ所）

〈福祉〉 児童発達支援事業所（５ヶ所）、放課後等デイサービス（9ヶ所）、

保育所等訪問支援事業所（１ヶ所）

〈医療〉 県立病院（１ヶ所）、小児科クリニック（２ヶ所）

B市の支援体制
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B市では、令和元年度に「発達ワンス
トップ相談窓口」が保健センター内に
設置されました。常勤の臨床心理士が
配置され、市内の支援体制構築の中
心的役割を期待されましたが、日々の
相談業務に追われる中、体制整備に向
けた具体的な取り組みに苦慮していま
した。

そんな折、圏域内連絡会議などで県
の発達障害者支援センターと関わりを
持つ中でQ-SACCSの紹介を受け、市
内の支援体制を改めて確認することを
目的に、県発達障害者支援センターか
らオンラインでアドバイスをもらいな
がらQ-SACCSを作成することとなりました。翌年には、県発達障害者支援センターが主催したQ-SACCS研修会
で実践報告を行い、他の自治体から評価してもらうことで、さらなるブラッシュアップを行いました。

作成したQ-SACCSを示します。内
容について、各ライフステージに沿っ
て紹介します。

１． 令和元年度に「発達ワンストップ相談窓口」がB市保健センターに設置
された。常勤の臨床心理士が配置され、市内の支援体制構築が期待さ
れたが、日々の相談業務に追われる中、体制整備に向けた具体的な取
り組みに苦慮していた。

２． 圏域内連絡会議等で、県発達障害者支援センターと関わりを持つ中で
Q-SACCSの紹介を受け、市内の支援体制を改めて確認することを目的
に、県発達障害者支援センターからオンラインにてアドバイスをもらいな
がら、常勤臨床心理士がQ-SACCSを作成。

３． 県発達障害者支援センターが主催したQ-SACCS研修会で実践報告を
行い、他の自治体から評価してもらうことで、さらなるブラッシュアップを
行った。

Q-SACCS作成の経緯

＜B市＞
＜人口：45,000人＞
＜年間出生：500人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ（毎日）
日常生活水準

○乳幼児健診
△保育所(園)
△こども園

○幼稚園
△保育所(園)
△こども園

○小学校
○中学校

○保育所巡回
△保育士

△臨床心理士の巡回
(教育委員会)共時的

インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

○保健師
○健診事後教室
○親子教室
○母子相談
○保育所巡回

○親子教室
○保育所巡回
△保育士

○子育て相談員派遣事業

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○障がい児等・特別措置
委員会

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業
□特支巡回アドバイザー

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○教育支援委員会

○特別支援学級
○通級指導教室
□特別支援学校
□保育所等訪問支援事業
□放課後等デイサービス

共時的
インターフェイス

（情報共有、紹介等）
5W1H

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○家庭児童相談員
○校内カンファレンス
△スクールカウンセラー

レベルⅢ
医療的支援

□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

■Q-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）
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0歳～3歳では、レベルⅠの日常生
活水準において、保育園やこども園が
保育だけでなく、発達が気になる子の
発見機能も担っていると考えられまし
た。

ここで気になった子どもについて、
つなぎとして保健師や市で実施する
保育所巡回を活用し、レベルⅡの療育
的な支援へとつないでいきます。

B市は、発達ワンストップ相談窓口
の心理士が市内の保育所巡回も担う
ことで、心理士に情報が集約される仕
組みとなっています。

また、市の保健センターには社会福
祉協議会が運営する児童発達支援事業所もあるため、保健センター内で、相談支援と療育支援の両方が提供でき
ています。

ここで診断や医学的治療が必要になったケースについては、保健師などが支援しつつ医療機関へとつなぎま
す。

続いて、ほとんどの子どもが幼稚
園・保育園・こども園に通うようにな
る4歳～6歳への継時的インターフェ
イスについて述べます。

レベルⅠで保育園などに所属してい
た子どもについては、保育士が引き継
ぎの中心となります。特に気になる子
については、市で実施する保育所巡回
でも経過を追っています。ただ、この
部分の引き継ぎについては、誰がいつ
引き継ぐのか、明確化が課題です。

レベルⅡでは、情報交換会が重要な
役割を果たしています。この会では、
毎月1回、母子保健主管課、障害福祉
主管課、児童家庭主管課、教育委員会などの関係課などが集まり、保護者に了解が得られた個別発達相談や保育
所巡回などのケースについて情報共有しています。関係課が顔の見える関係を築きつつ、迅速に情報共有や支援
策の検討ができる機会となっています。

さらにB市では、「B市サポートファイル」という市独自のツールを用意しています。市内の支援機関の情報や、支
援申請の流れが記載されている他、本人の情報を簡単にまとめるシートも紹介しており、引き継ぎの際に役立てて
います。

＜B市＞
＜人口：45,000人＞
＜年間出生：500人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ（毎日）
日常生活水準

○乳幼児健診
△保育所(園)
△こども園

○幼稚園
△保育所(園)
△こども園

○小学校
○中学校

○保育所巡回
△保育士

△臨床心理士の巡回
(教育委員会)共時的

インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

○保健師
○健診事後教室
○親子教室
○母子相談
○保育所巡回

○親子教室
○保育所巡回
△保育士

○子育て相談員派遣事業

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○障がい児等・特別措置
委員会

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業
□特支巡回アドバイザー

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○教育支援委員会

○特別支援学級
○通級指導教室
□特別支援学校
□保育所等訪問支援事業
□放課後等デイサービス

共時的
インターフェイス

（情報共有、紹介等）
5W1H

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○家庭児童相談員
○校内カンファレンス
△スクールカウンセラー

レベルⅢ
医療的支援

□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

■Q-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

＜B市＞
＜人口：45,000人＞
＜年間出生：500人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ（毎日）
日常生活水準

○乳幼児健診
△保育所(園)
△こども園

○幼稚園
△保育所(園)
△こども園

○小学校
○中学校

○保育所巡回
△保育士

△臨床心理士の巡回
(教育委員会)共時的

インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

○保健師
○健診事後教室
○親子教室
○母子相談
○保育所巡回

○親子教室
○保育所巡回
△保育士

○子育て相談員派遣事業

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○障がい児等・特別措置
委員会

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業
□特支巡回アドバイザー

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○教育支援委員会

○特別支援学級
○通級指導教室
□特別支援学校
□保育所等訪問支援事業
□放課後等デイサービス

共時的
インターフェイス

（情報共有、紹介等）
5W1H

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○家庭児童相談員
○校内カンファレンス
△スクールカウンセラー

レベルⅢ
医療的支援

□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

■Q-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

45



29

4歳～6歳における支援体制につい
て述べます。

レベルⅡでは、福祉サービスなどに
よる支援が主ですが、幼稚園児につい
ては、県教育事務所が主管する「特別
支援教育巡回アドバイザー事業」を活
用し、特別支援学校の教員が幼稚園を
訪問して、関わり方などについて幼稚
園教諭にアドバイスしています。

就学に際してのインターフェイスに
ついて述べます。

レベルⅠの子どもに関しては、市教
育委員会所属の臨床心理士が幼稚園
巡回を実施しており、情報の引き継ぎ
を行っています。

レベルⅡを利用している子どもに関
しては、B市サポートファイル、情報交
換会、発達ワンストップ相談窓口の他
に、教育支援委員会を活用した就学先
の決定が行われています。

＜B市＞
＜人口：45,000人＞
＜年間出生：500人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ（毎日）
日常生活水準

○乳幼児健診
△保育所(園)
△こども園

○幼稚園
△保育所(園)
△こども園

○小学校
○中学校

○保育所巡回
△保育士

△臨床心理士の巡回
(教育委員会)共時的

インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

○保健師
○健診事後教室
○親子教室
○母子相談
○保育所巡回

○親子教室
○保育所巡回
△保育士

○子育て相談員派遣事業

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○障がい児等・特別措置
委員会

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業
□特支巡回アドバイザー

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○教育支援委員会

○特別支援学級
○通級指導教室
□特別支援学校
□保育所等訪問支援事業
□放課後等デイサービス

共時的
インターフェイス

（情報共有、紹介等）
5W1H

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○家庭児童相談員
○校内カンファレンス
△スクールカウンセラー

レベルⅢ
医療的支援

□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

■Q-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

＜B市＞
＜人口：45,000人＞
＜年間出生：500人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ（毎日）
日常生活水準

○乳幼児健診
△保育所(園)
△こども園

○幼稚園
△保育所(園)
△こども園

○小学校
○中学校

○保育所巡回
△保育士

△臨床心理士の巡回
(教育委員会)共時的

インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

○保健師
○健診事後教室
○親子教室
○母子相談
○保育所巡回

○親子教室
○保育所巡回
△保育士

○子育て相談員派遣事業

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○障がい児等・特別措置
委員会

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業
□特支巡回アドバイザー

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○教育支援委員会

○特別支援学級
○通級指導教室
□特別支援学校
□保育所等訪問支援事業
□放課後等デイサービス

共時的
インターフェイス

（情報共有、紹介等）
5W1H

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○家庭児童相談員
○校内カンファレンス
△スクールカウンセラー

レベルⅢ
医療的支援

□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

■Q-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。
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7歳～15歳については、B市では、
市単独事業として「子育て相談員派遣
事業」を実施しており、各学校からの
依頼に応じて子育て相談員を派遣し、
つなぎの支援を行っています。

Q-SACCSを作成することで、B市
の強みは支援をつなぐインターフェイ
スが充実していることであることがわ
かりました。

B市サポートファイルというツール
を作成し、支援者を含む市民へ配布し
て、市内の相談窓口の紹介などの情
報提供を行っています。

また、部局横断型の情報交換会を実
施することで、顔の見える連携体制を
作っています。保健、保育、子育て支
援、教育の関係部局が集まり、ケース
について情報を引き継いでいます。

さらに、発達ワンストップ相談窓口
に常勤の専門職を配置したことで、発達が気になる子の情報が集約でき、切れ目のない支援が実施できています。

＜B市＞
＜人口：45,000人＞
＜年間出生：500人＞

0～3歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4～6歳

継時的
インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7～15歳

レベルⅠ（毎日）
日常生活水準

○乳幼児健診
△保育所(園)
△こども園

○幼稚園
△保育所(園)
△こども園

○小学校
○中学校

○保育所巡回
△保育士

△臨床心理士の巡回
(教育委員会)共時的

インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

○保健師
○健診事後教室
○親子教室
○母子相談
○保育所巡回

○親子教室
○保育所巡回
△保育士

○子育て相談員派遣事業

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○障がい児等・特別措置
委員会

○発達ワンストップ
相談窓口

○保育所巡回
□保育所等訪問支援事業
□児童発達支援事業
□特支巡回アドバイザー

○B市サポートファイル
○情報交換会
○発達ワンストップ
相談窓口

○教育支援委員会

○特別支援学級
○通級指導教室
□特別支援学校
□保育所等訪問支援事業
□放課後等デイサービス

共時的
インターフェイス

（情報共有、紹介等）
5W1H

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○発達ワンストップ
相談窓口

○保健師
○家庭児童相談員

○家庭児童相談員
○校内カンファレンス
△スクールカウンセラー

レベルⅢ
医療的支援

□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

・・・継続・・・
□県立病院（休診中）
□Aクリニック
□Bクリニック

■Q-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

B市の強み ＝ インターフェイスが充実

1. B市サポートファイル（ツール）
・支援者を含む市民へ配布。市内相談窓口の紹介。

２． 情報交換会（場・会議）
・保健、保育、子育て支援、教育の関係部局が集まり、
ケースについて情報を引き継ぐ会議を設置。

３． 発達ワンストップ相談窓口（人）
・市保健センターにて、ワンストップ相談窓口に臨床心理士を
配置。市内の保育巡回も同職員が対応する事で、
情報が一か所に集まる仕組み。
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一方、B市の課題は、療育・医療施
設の充実であることがわかりました。

レベルⅡの専門療育的支援について
は、事業所の数は確保できているもの
の、取り組みに差があることが指摘さ
れました。質の向上が必要であり、対
策としては、事業所連絡会や人材育成
のための研修会開催を行政で企画で
きないか、検討する必要があります。

レベルⅢの医療的支援については、
発達障害に対応する医療機関が不足
していることが喫緊の課題です。対
策として、福祉サービス利用などに係
る診断書が必要かどうかなどの行政
手続きの見直しも検討する必要があります。また、県にも継続的に働きかけていく必要があることが確認されまし
た。

その他、B市の近隣には小規模離島も点在しており、圏域への支援についても検討が必要であることが確認さ
れました。

Q-SACCSを用いて地域の支援体
制を点検したことによって、市内の社
会資源が整理できました。「顔の見え
る関係性」が作りやすい会議や発達ワ
ンストップ相談窓口の重要性について
再確認でき、担当者のエンパワーメン
トにつながりました。さらに、市内で解
決すべき課題と圏域や県と協力して解
決すべき課題が整理できたことで、今
後の事業展開の方向性を確認するこ
とができました。Q-SACCSは、関係
課への説明資料としての活用も期待
できると考えられました。

B市の課題 ＝ 療育・医療施設の充実

1. レベルⅡ（専門療育的支援）について
・事業所数は確保できているものの、取り組みに差がある。
対策：事業所連絡会や人材育成のための研修会開催を検討。

２． レベルⅢ（医療的支援）について
・発達障害に対応する医療機関が不足。
対策：福祉サービス利用等に係る診断書必要の有無に

ついて検討及び、継続した県への働きかけ。

３． その他（地域性における課題）
・近隣の小規模離島に対する圏域支援の検討が必要。

•市内の資源が整理できた。

• 「顔の見える関係性」が作りやすい会議や発達ワンストップ
相談窓口の重要性について再確認でき、担当者の

エンパワーメントにつながった。

•市内で解決すべき課題と圏域や県と協力して解決すべき
課題が整理でき、今後の事業展開の方向性を確認できた。

•関係課への説明資料としての活用が期待できる。

地域の支援体制を点検したことの感想
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圏域の自立支援協議会において、
発達障害者地域支援マネージャーが
関わりながらQ-SACCSを用いて各
自治体の支援体制の点検を行った例
について紹介します。

なお、ここで紹介する内容について
は、実際に行った例に一部修正を加え
ています。

発達障害者地域支援マネージャーが 
担当する障害福祉圏域

2市3町3村の8自治体から構成さ
れる障害福祉圏域であるA圏域は、全
年齢人口が約19万人、0~18歳人口
が約3万人です。この圏域を1人の発
達障害者地域支援マネージャーが担
当しています。

教育・保育・福祉等の状況について
は、表に示した通りです。

医療機関については、発達障害診
療を行っている圏域内の医療機関数
を示しています。

c. 圏域の自立支援協議会における活用

圏域の自立支援協議会における活用

A圏域

１．構成 ２市３町３村の８自治体

２．全年齢人口：約１９万人 ０～１８歳人口：約３万人

〈教育〉 高等学校（９校） 中学校（１４校） 小学校（３７校）

特別支援学校（１校） 幼稚園（５園）

〈保育〉 保育園（５９園）

〈福祉〉 児童発達支援センター（２事業所） 児童発達支援事業所（７事業所）

放課後等デイサービス（１９事業所） 保育所等訪問支援事業所（３事業所）

〈医療〉 発達障害の診療を行っている医療機関

三次医療機関（１） 二次医療機関（２） 一次医療機関（７）

発達障害者地域支援マネージャーが担当する障害保健福祉圏域
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支援体制の点検に関する取り組み 
1年目①

ここから地域の支援体制の点検に
関する取り組みの経過について述べま
す。

国立障害者リハビリテーションセ
ンターで開催された「地域支援マネー
ジャー応用研修」で、Q-SACCSを活
用した地域の支援体制の点検につい
て学んだ発達障害者地域支援マネー
ジャーが、圏域内の8つの自治体に個
別にQ-SACCSの作成と支援体制の
点検の実施を提案して回りました。

しかし、支援体制を点検することの
効果を明確に示せずに、あいまいな提案に終始してしまったため、実施には至りませんでした。

その過程の中で、複数の自治体で、発達障害を担当する課が複数にまたがっており、イニシアチブを取る主担当
課が明確になっていないことが判明しました。

支援体制の点検に関する取り組み 
1年目②

次に、Q-SACCSを作成することに
ついての考え方の普及と、自治体が支
援体制の点検に取り組むイメージの共
有をねらいとして、圏域の地域自立支
援協議会療育部会にて研修会を企画
しました。

研修会では、Q-SACCSの概要の講
義を実施するとともに、2つの自治体
からQ-SACCSを用いた支援体制の
発表を行いました。

この発表の機会を通して、自治体に
Q-SACCSを作成してもらう切り口と
しました。

1. 発達障害者地域支援マネージャーが「発達障害者地域支援マネージャー

応用研修」でQ-SACCSを活用した地域支援体制の点検について学んだ。

2. 圏域内８自治体に、個別に支援体制の点検の実施を提案。

3. 効果を明確に示せずあいまいな提案に終始してしまい、実施には至らず。

4. 複数の自治体で、発達障害を担当する課が複数にまたがり、イニシアチブ

を取る主担当課が明確になっていないことが判明。

支援体制の点検に関する取り組み １年目① 動き出し

1. Q-SACCSを用いた支援体制の点検の考え方の普及と、自治体が支援体

制の点検に取り組むイメージの共有をねらい、圏域の地域自立支援協議

会療育部会※にて研修会を企画

2.研修会内容

① Q-SACCSの概要の講義

② 2つの自治体からQ-SACCSを用いた支援体制の発表（2自治体／8自治体のうち）

3. 支援体制発表の機会を通して、自治体にQ-SACCSの作成の切り口とした。
※A圏域では地域自立支援協議会は自治体から基幹相談支援センターが委託を受けて事務局を運営。

療育部会は、圏域内の療育に関する課題について検討を行うオープン参加形式の会議。

支援体制の点検に関する取り組み １年目② 圏域での普及啓発
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支援体制の点検に関する取り組み 
1年目③

研 修 会 では、2つ の 自 治 体 でQ- 
SACCSの作成はできたものの、内容
は1つの課の視点からの一面的なも
のであり、包括的な支援体制の検討に
まで進みませんでした。

あわせて、限定的な年代や各部局、
専門職ごとで支援の体制について考
える機会はあるものの、圏域、自治体
単位共にライフステージを越えた幅広
い視点で、部局横断で支援体制を検
討する機会や場がそもそもとしてない
現状が課題として見えてきました。

そのため、まずは支援体制の点検に取り組むための土壌づくりを行うことにしました。

2年目①　協議の場づくり
まず、検討するための枠組みから再

考し、圏域の地域自立支援協議会で新
たに支援体制の検討の場として「発達
支援連絡会（以下、「連絡会」）」を立ち
上げました。

自治体や支援機関に働きかけ、母
子保健・教育委員会・障害福祉の各
課担当者、特別支援教育コーディネー
ター、圏域内で発達障害の診療を行っ
ている医療機関、県機関などから参加
者（総勢60名程度）を選出しました。

包括的な支援体制を考える場とす
るため、自治体には、主担当課が定
まっていないことも踏まえて、保健・教育・福祉の三課からの出席の必要性について丁寧に説明を行いました。

1.２つの自治体でQ-SACCSの作成はできたものの、包括的

な支援体制の検討にまでは進まなかった。

2.圏域、各自治体共にライフステージを越えた幅広い視点で、

部局横断で支援体制を検討する機会や場がない現状が圏

域の課題として見えてきたため、まずは支援体制の点検に取

り組むための土壌づくりを行うことにした。

支援体制の点検に関する取り組み １年目③ 地域課題を確認

1. 枠組みから再考し、圏域の地域自立支援協議会で新たに支援体制の検討の

場として「発達支援連絡会（以下、「連絡会」）」を立ち上げる。

2. 自治体・支援機関に働きかけ、下記のように参加者（総勢60名程度）を選出

① 自治体の母子保健・教育委員会・障害福祉の各課担当者

② 自治体代表の特別支援教育コーディネーター

③ 圏域内で発達障害の診療を行っている医療機関（小児科・児童精神科・精神科）

④ 県機関（保健福祉事務所・発達障害者支援センター・県発達障害支援担当課）

3. 選出にあたり、自治体には保健・教育・福祉の三課の出席の必要性について

丁寧に説明を行った。

支援体制の点検に関する取り組み ２年目① 協議の場づくり
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2年目②　発達支援連絡会の 
実施内容

連絡会では、まずグループワークを行
い、そこで8つの自治体のQ-SACCS
の作成と、作成したQ-SACCSを互い
に共有しました。自治体ごとに事業名
が異なる部分もあり、それぞれの自治
体の仕組みを整理するところから始め
ました。

次に、「自治体における発達障害の
ある人への支援の取り組み状況」の調
査を実施しました。調査は岡山県で過
去に実施したものに、質問項目を追加
して行いました。

また、2つの自治体からQ-SACCSをもとに支援体制の発表を行いました。
このような検討を行う中で、各自治体で作成したQ-SACCSで見えてきた部分と各自治体の発表で出された課

題で共通する項目から、圏域の課題の抽出を行いました。

3年目
2年目の取り組みをもとに、圏域課

題を①「医療連携について」（レベルⅡと
Ⅲの共時的インターフェース）と②「義
務教育終了後のつなぎ」（15歳以降の
継時的インターフェース）の二点に焦
点化しました。

①「医療連携について」は、発達障害
の診療を行っている医療機関に向け
て、診療情報に関してのアンケートを
実施し、結果を連携資料として連絡会
で共有しました。

②「義務教育終了後のつなぎについ
て」は中学校と自治体の両者に同じ項
目からなるアンケートを実施し、結果を共有しました。しかし、課題が大きく、次年度以降も継続して検討することと
しました。

さらに、1つの自治体から支援体制に関する取り組み発表と、もう1つの自治体からQ-SACCSをもとにした支
援体制についての発表を行いました。

1. ８つの自治体のQ-SACCSの作成と共有。

2. 「自治体における発達障害のある人への支援の取り組み状況（岡山県で

過去に実施したものに質問項目を追加）」の調査を実施。

3. 2つの自治体からQ-SACCSをもとに支援体制の発表（4自治体／8自治

体）。

4. 各自治体のQ-SACCSで見えてきた内容と各自治体の発表で出された

課題で共通する項目から、圏域の課題を抽出。

支援体制の点検に関する取り組み ２年目② 連絡会の実施内容

1. 圏域課題を①「医療連携について」（レベルⅡとⅢの共時的インターフェイ

ス）と②「義務教育終了後のつなぎ」（15歳以降の継時的インターフェイス）

の二点に焦点化。

2. ①については、発達障害の診療を行っている医療機関に向けて、診療情報に

関してのアンケートを実施し、結果を連携資料として連絡会で共有。

3. ②については中学校と自治体の両者にアンケートを実施。結果を共有するも、

課題が大きく次年度以降も継続して検討。

4. １つの自治体から支援体制に関する取り組み発表、1つの自治体から「Q-

SACCS」を基に支援体制についての発表（5自治体／8自治体）。

支援体制の点検に関する取り組み ３年目 連絡会の実施内容
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4年目
「岡山県トータルライフ支援プロジェ

クト」の取り組みについて研修会を実
施し、自治体の支援体制のPDCAサイ
クルに対しての見通しを持つ機会を作
りました。

あわせて、義務教育終了後の自治
体とのつなぎに関して、自治体にイン
タビュー形式で実態調査を実施しまし
た。

3つの自治体からQ-SACCSをもと
にした支援体制の発表を行い、4年間
をかけて圏域内の全自治体が一通り
支援体制の発表を終えました。

C町の支援体制
ここからQ-SACCSの取り組み例を

2つの自治体で紹介します。
まず、C町の支援体制です。
全年齢人口約1万人、出生数年間

約70人、世帯数3,000の小規模な町
です。

教育・保育・福祉・医療に関しての
状況は表記の通りです。

全年齢人口：約１０,０００人 （出生数：約７０人） 世帯数３,０００

〈教育〉 中学校（１校） 小学校（２校）

〈保育〉 保育園（３園）

〈福祉〉 放課後等デイサービス（１事業所）

〈医療〉 三次医療機関（１）二次医療機関（１）一次医療機関（１）

C町の支援体制

1.「岡山県トータルライフ支援プロジェクト」の取り組みについて

研修会を実施。 自治体の支援体制のPDCAサイクルに対し

ての見通しを持つ。

2.義務教育終了後の自治体とのつなぎに関して、自治体にイン

タビュー形式で 実態調査を実施。

3.3つの自治体から「Q-SACCS」を基に支援体制の発表（8

自治体／8自治体）。圏域内の全自治体が一通り支援体制

の発表を終える。

支援体制の点検に関する取り組み ４年目 連絡会の実施内容
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C町のQ-SACCS　0歳~12歳
C町の特徴として、継時的インター

フェイスがレベルⅠとレベルⅡの境界が
なく包括的に行われていることが挙げ
られます。

保健師がほぼすべての年代におい
てインターフェイスに入っており、把握
とコーディネーターの役割を担ってい
ます。

また、情報共有ファイルが町独自の
取り組みとして行われており、乳幼児か
ら義務教育終了まで一元管理された
運用がなされています。

C町のQ-SACCS� 13歳~18歳以降
13歳から18歳の年代においては、

継時的インターフェイスに「要配慮連
携会議」が記入されていました。これ
は、町内の保健・教育・福祉に関わる
支援者が情報共有とその後の支援の
ために行っている連携会議です。立ち
上がって間もない会議のため、今後の
位置付けや、役割をどのように担って
いくか協議を重ねている段階です。

■Q-SACCS①（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

＜自治体名：C町＞
＜人口：１０．０００人＞
＜年間出生：７０人＞

０～３歳
約２００人

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

４～６歳
約２００人

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

７～１２歳
約４００人

レベルⅠ（毎日）
日常生活水準

○産後ケア・産後婦支援
○ハイリスク妊産婦支援
○乳幼児健診・育児相談

○新生児訪問
△OT・ST相談

○保育園

○保育園（公３）

□幼稚園（私１）
○小学校（２校）

○健診・育児相談後
カンファレンス

○乳幼児カード

○入園前支援会議

○教育支援委員会
(就園部会）

○個別の支援会議

○教育支援委員会

○情報共有ファイル（行政）

○保小連絡会

○巡回相談

共時的インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

○保健師
○保育園長

△OT・ST相談
□心理士相談

△巡回相談
（OT・ST・心理士・保健師

・家庭・教育相談員）

○保健師
○担任・園長

○特別支援教育
コーディネーター
○校内委員会

○教育支援委員会
○保健師

○教育・家庭相談員
○障害福祉係

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

○あそびの広場

□児童発達支援事業所

□ペアレントトレーニング

△小集団SST（保健師・
OT・ST・保育士）

○特別支援学級（４）
□特別支援学校（２）

□放課後等デイサービス
□社会福祉協議会学習支援

□ＬＤ等通級指導教室

共時的インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H
○保健師による情報提供

○保健師による情報提供
○担任・園長

○家庭・教育相談

○特別支援教育
コーディネーター

○担任
○保健師

○家庭・教育相談

レベルⅢ
医療的支援

一次医療（０）
二次医療（１）
三次医療（０）

・・・継続・・・
一次医療（０）
二次医療（１）
三次医療（０）

・・・継続・・・
一次医療（１）
二次医療（１）
三次医療（１）

■Q-SACCS②（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

１３～１５歳
約２００人

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

１６～１８歳
約２００人

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

○中学校（１）
□県立・私立高校

□単位制多部制高校
□通信制高校

○教育支援委員会

○移行支援会議

○情報共有ファイル（行政）

○小中連絡会

○教育・家庭相談員

○特別支援教育
コーディネーター

○保健師

○要配慮連携会議
※教育・保健・福祉の

庁内メンバー

△個別対応
（家庭・教育相談員
・保健師・障害福祉係

・SSW等）

□基幹相談支援センター

○要配慮連携会議

○地域福祉係

○特別支援教育
コーディネーター
○校内委員会

○教育支援委員会
○保健師

○教育・家庭相談員
○障害福祉係

○要配慮連携会議
○特別支援教育
コーディネーター
□SSW、SC

○特別支援学級（２）
□特別支援学校（２）

□放課後等デイサービス
□社会福祉協議会学習支援

□特別支援学校（２）
□単位制多部制高校

□通信制高校
□放課後等デイサービス

□社会福祉協議会学習支援

○特別支援教育
コーディネーター

○担任
□SSW、SC
○保健師

○家庭・教育相談

□特別支援教育
コーディネーター
□担任、SSW、SC

○保健師
○家庭・教育相談

・・・継続・・・
一次医療（１）
二次医療（１）
三次医療（１）

・・・継続・・・
一次医療（１）
二次医療（１）
三次医療（１）

・・・継続・・・
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C町の強み
C町の強みは大きく3点あります。
まず、保健師が母子保健から全数把

握し、多年代でのフォローができてい
ることが挙げられます。

継時的インターフェイスがレベルⅠ、
Ⅱで区別されることなく包括的な把握
とフォローができています。学齢期に
入ると保健師の関わりが薄くなる自治
体もありますが、C町では介入できる
体制がとられています。

次に、情報共有ファイルが行政主体
で有効に活用されていることが挙げら
れます。

母子保健から中学校年代まで一元管理ができており、状況把握から支援開始までの連携の動きの取りやすさに
つながっています。

最後に、途切れやすい年代に関しての動きが作れていることが挙げられます。
一般に義務教育終了後は支援が薄くなりがちですが、C町では要配慮者連携会議が開催され、ひきこもり支援

と合わせて教育・福祉・保健の三課で協働した動きを作っています。

C町の課題
C町の課題は、以下の通りです。
まず、保健師のマンパワー頼りであ

ることが挙げられます。
母子保健から学齢期以降の幅広い

年代まで対応とコーディネートを行っ
ている状況が、保健師の動きによる部
分が大きく、全体的に保健師のマンパ
ワー頼りになってしまっています。

次に、支援体制に関する自治体内の
意識のすり合わせに課題があることが
挙げられます。

保健師は積極的な動きができる一
方で、自治体の中で支援体制に関して
意識のずれが見られます。これについて、Q-SACCSを用いながら整理を行っているところです。

１．保健師が母子保健から全数把握し、多年代でのフォローができている。

• 継時的インターフェイスがレベルⅠ、Ⅱで区別することなく包括的な把握とフォローが
でき、学齢期にも保健師が介入に入れる体制がある。

２．情報共有のためのツール・ファイルが行政主体で有効に活用されている。

• 母子保健から中学校年代まで一元管理ができている。

• 状況把握から支援までの動きのとりやすさにつながっている。

３．途切れやすい年代に関しての動きが作れている。

• 支援が薄くなりがちな義務教育終了後について、要配慮連携会議が開催され、ひきこ
もり支援と合わせて教育・福祉・保健の三課で協働した動きを作っている。

C町の強み

１．保健師のマンパワー頼り
• 母子保健から学齢期以降の幅広い年代まで対応・コーディネートを行っている
状況が、 保健師の動きによる部分が大きい。

２．支援体制に関する自治体内の意識のすり合わせ
• 保健師は積極的な動きができる一方、自治体内で支援体制に関して意識のず
れが見られる

C町の課題
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D村の支援体制
次にD村の支援体制の点検につい

て紹介します。
D村は全年齢人口約5,000人、出

生数30名、世帯数1,500の小規模な
村です。

教育・保育・福祉・医療に関しての体
制は表記してある通りです。

D村のQ-SACCS　0歳~12歳
D村の特徴として、母子保健などに

ついて外部に委託している割合が高
いことが挙げられます。

また、小規模な村であるため、保健
師・家庭教育相談員など、ごく一部の
担当者のマンパワーで連携が形作ら
れています。特にレベルⅡの継時的イ
ンターフェイスが支援者の個人に寄る
部分が大きく、システムとしての明確
化が課題です。

学齢期以降については、「子ども育
成会議」を軸として包括的に支援の検
討を行っています。

全年齢人口：約５,０００人 （出生数：約３０人） 世帯数１,５００

〈教育〉 中学校（１校） 小学校（２校）

〈保育〉 保育園（２園）

〈福祉〉 放課後等デイサービス（１事業所）

〈医療〉 三次医療機関（１）二次医療機関（１）一次医療機関（１）

D村の支援体制

■Q-SACCS①（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

＜自治体名：D村＞
＜人口：５０００人＞
＜年間出生：３０人＞

０～３歳
１００人

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

４～６歳
１００人

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

７～１２歳
３００人

レベルⅠ（毎日）

△乳幼児健診

△3歳児健診

△未満児保育

○保育園（２） ○小学校（２）日常生活水準

△支援会議
（○保健師

○家庭相談員
□基幹相談支援センター

○保育士
○教育相談員）

△支援会議
（○保健師 ○保育士
○家庭・教育相談員

□基幹相談支援センター）

○子ども育成会議
△教育支援委員会
○保小連絡会

共時的インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

△相談事業
（□言語療法士

○保健師
□基幹相談支援センター）

△相談事業・支援会議
（□特別支援学校

□基幹相談支援センター
□児童発達支援センター
○家庭・教育相談員）

△相談事業・支援会議
（□特別支援学校

□基幹相談支援センター
□児童発達支援センター
○家庭・教育相談員）

○子ども育成会議
△教育支援委員会

レベルⅡ（定期的）
専門療育的支援

△遊びの広場
（要観察児指導）

□情報共有ファイル
○保健師

□児童発達支援(3)

□基幹相談支援センター

□情報共有ファイル
○保育士

○特別支援学級（３）
□特別支援学校（２）

□放課後等デイサービス（２）
□特別支援学校巡回相談

□SC、SSW

共時的インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

○情報提供
諸検査・諸活動同行

○情報提供
諸検査実施依頼

○情報提供
諸検査実施依頼

○ケースカンファレンス

レベルⅢ
医療的支援

一次医療（０）
二次医療（１）
三次医療（０）

・・・継続・・・
一次医療（０）
二次医療（１）
三次医療（０）

・・・継続・・・
一次医療（１）
二次医療（１）
三次医療（１）
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D村のQ-SACCS　13歳~18歳以降
13歳から18歳の年代においても、

子ども育成会議が軸となっています。
義務教育年代を過ぎた16歳以降の

インターフェイスを課題として、村とし
て検討を行っています。

D村の強み
D村の強みは、2点挙げられます。
まず、「子ども育成会議」を中心にシ

ステムを構築していることです。
保健・福祉・教育委員会が相互に連

携し、幅広い年代の子ども支援を検討
する体制があります。

もう1つは、小規模の顔の見える連
携体制があることです。

関係する担当者がごく少数であり、
個々のケースについて包括的に福祉・
教育の連携体制が作りやすいという
利点があります。

■Q-SACCS②（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

１３～１５歳
150人

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

１６～１８歳
150人

継時的インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H

○中学校（１）
□県立・私立高校

□単位制多部制高校
□通信制高校

△校内・村教育支援委員会
○子ども育成会議
○ケース検討会
○小中連絡会
○教育相談員

校内進路指導委員会
○子ども育成会議
○ケース検討会
□中高連絡会

○高校訪問
（○教育・家庭相談員)

個別支援会議(情報引き継ぎ)
（○保健師・福祉課
○教育・家庭相談員
○相談支援専門員

□基幹相談支援センター）

△相談事業・支援会議
（□特別支援学校

□基幹相談支援センター
□児童発達支援センター
○家庭・教育相談員）

○子ども育成会議
△教育支援委員会

△相談事業・支援会議
（□特別支援学校

□基幹相談支援センター
○家庭・教育相談員
□社会福祉協議会）

□情報共有ファイル
○教員

○特別支援学級（２）
□特別支援学校（２）

□放課後等デイサービス（１）
□特別支援学校巡回相談

□SC、SSW

□情報共有ファイル
△教員

□特別支援学校
□地域活動支援センター

□SC、SSW
□情報共有ファイル

○情報提供
諸検査実施依頼

○ケースカンファレンス

○情報提供
○ケースカンファレンス

・・・継続・・・
一次医療（１）
二次医療（１）
三次医療（１）

・・・継続・・・
一次医療（１）
二次医療（１）
三次医療（１）

・・・継続・・・

D村の強み

１．「子ども育成会議」を中心にシステムを構築

• 保健・福祉・教育委員会が相互に連携し、幅広い年代の子ども支援を検討

する体制がある。

２．小規模を活かした顔の見える連携体制

• 関係する担当者が少数であり、個々のケースについて包括的な福祉、教育の

連携体制が作りやすい。
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D村の課題
D村の課題は、以下の2点です。
まず、レベルⅡの継時的インターフェ

イス機能の強化が必要です。
保健師・保育士・教員等、つなぎに関

わる支援者個人に依存する部分が大
きいため、今後は情報共有ファイルの
上手な運用など、個によらないシステ
ムの検討を行う必要があります。

もう1つの課題は、中学を卒業する
16歳以降の支援・ネットワーク構築が
必要なことです。

義務教育年代までは子ども育成会
議でフォローがなされる一方で、それ
以降の年代において自治体としてフォローができておらず、社会的引きこもりを含めた支援ニーズの把握が十分で
はない状況があります。

圏域の強み
8自治体からなる圏域としての強み

について整理すると、以下のようにな
ります。

まず、自治体が実施している事業が
主体が多く、内部連携が取りやすいこ
とが挙げられます。

民営の支援機関が少なく、自治体内
で連動した動きをとりやすいことは利
点です。ただ、徐々に民営の支援機関
が増えてきている状況もあるため、今
後は外部も含めた支援体制の見直し
が課題となってくると思われます。

次に、包括的な把握がしやすい小規
模自治体が複数あることが挙げられます。

Q-SACCSのレベルに関わらず、小規模自治体は支援をつなぎやすい条件にあると言えます。
また、医療機関の体制が概ね整っていることも強みです。
発達障害の診療を行っている医療機関が1次医療から3次医療まですべて圏域にそろっており、医師の数も人

口比率では県内で最も高く、医療体制が充実しています。

D村の課題

１．レベルⅡの継時的インターフェイス機能の強化

• 保健師・保育士・教員等、つなぎに関わる個人に依存する部分が大きい。

情報共有ファイルの運用。

２．1６歳以降の支援・ネットワークの構築の必要性

• この年齢期間がフォローされておらず、社会的ひきこもりを含めた支援ニーズ

の把握が不十分。支援を検討する場としてのネットワークの構築

１．自治体で実施している事業が多く、内部連携がとりやすい。
• 民営の支援機関が少なく、自治体内で連動した動きをとりやすい

２．包括的な把握がしやすい小規模自治体が複数ある
• 「Q-SACCS」のレベルに関わらず、支援をつなぎやすい人口規模

３．医療機関の体制が概ね整っている。
• 一次～三次医療があり、発達障害の診療を行う医師の人口比率が県内で最
も高い。

圏域の強み
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圏域の課題
圏域の課題は以下の通りです。
まず、部局横断で構成される支援体

制検討組織や会議がない自治体があ
ります。また、支援体制検討のイニシ
アチブをとる部署や役職が不明確な
自治体もあります。

対策としては、イニシアチブを取れ
る部署や役職を明確化し、当事者意識
をエンパワメントしていくことが必要
と考えられます。

義務教育終了後の支援のインター
フェイスの明確化の必要性がありま
す。

対策としては、自治体の中で義務教育終了後年代の人たちを担当する課を見える形にし、中学校・高等学校と
顔つなぎを行うとともに、支援機関への周知を図っていく必要があると思われます。

発達障害者地域支援マネージャーが
果たした役割

今回の支援体制の点検の実践の中
で、発達障害者地域支援マネージャー
が果たした役割は大きく4点です。

①支援体制の点検・「Q-SACCS」の考
え方の普及啓発のための研修会の
実施。

②地域自立支援協議会の枠組みを基
に、圏域単位で行政（保健・福祉・教
育）・学校・医療からなる「発達支援
連絡会」の立ち上げ。

③自治体の関係各課を集めた支援体
制検討会議にアドバイザーとして参加。

④作成した「Q-SACCS」を基に、自治体の支援体制について圏域の連絡会で共有し、互いの学びあい、支援体制
構築への意識化を図ったこと。

１．部局横断で構成される支援体制検討組織・会議がない自治体

がある。

また、支援体制検討のイニシアチブをとる部署や役職が不明確。
• 対策：イニシアチブをとれる部署・役職を明確化し、エンパワーメントする。

２．義務教育終了後の支援のインターフェイスの明確化。
• 対策：自治体の義務教育終了後年代の担当課を見える形にし、中学校・高等学
校と顔つなぎを行うとともに、支援機関への周知を図る。

圏域の課題

1. 支援体制の点検・「Q-SACCS」の考え方の普及啓発のための研修会の

実施。

2. 地域自立支援協議会の枠組みを基に、圏域単位で行政（保健・福祉・教

育）・学校・医療からなる「発達支援連絡会」を立ち上げ。

3. 自治体の関係各課を集めた支援体制検討会議にアドバイザーとして参加。

4. 作成した「Q-SACCS」を基に、自治体の支援体制について圏域の連絡

会で 共有。互いの学びあい、支援体制構築への意識化を図ったこと。

発達障害者地域支援マネージャーが果たした役割
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支援体制の点検を自治体で進めるた
めのポイント

発達障害者地域支援マネージャーが
関わりながら、県あるいは圏域の各自
治体で支援体制の点検を進めるため
のポイントを挙げます。

①イニシアチブをとって推進力となる
部署や担当者を明確にし、発達障
害者地域支援マネージャーはそこを
バックアップする。

②関係する他部署を巻き込むための協
議の場を設定または選定する。

③圏域単位の検討は互いに学びや刺
激になるところが多く、有効に働く。

④自治体として支援体制の共通認識を作ることを心がけ、それを受けて連携の形について、自治体内外の支援者で
共有を図る。

⑤こうあるべき、という理想を押し付けるよりも、モデルを示しつつ地域の実情にフィットした生きた（実効性のある）
連携の形を探る。

圏域で支援体制の点検を行うことの
利点

圏域で支援体制の点検を行うこと
には、以下の利点があると考えられま
す。

①自治体および圏域で、幅広い年代
の支援体制を考える土壌や、意識
する機運を醸成することができまし
た。

②Q-SACCSの分析と課題検討から
インターフェイスに関する課題が明
確になり、複数の自治体で具体的な
取り組みが始まるきっかけとなりま
した。

1. イニシアチブをとって推進力となる部署や担当者を明確にし、発達

障害者地域支援マネージャーはそこをバックアップする。

2. 関係する他部署を巻き込むための協議の場を設定または選定する。

3. 圏域単位の検討は互いに学びや刺激になるところが多く、有効に

働く。

4. 自治体として支援体制の共通認識を作ることを心がけ、それを受け

て連携の形について、自治体内外の支援者で共有を図る。

5. こうあるべき、という理想を押し付けるよりも、モデルを示しつつ地

域の実情にフィットした生きた（実効性のある）連携の形を探る。

支援体制の点検を自治体で進めるためのポイント

1.自治体及び圏域で幅広い年代の支援体制を考える土壌

や意識する機運を醸成できた。

2.Q-SACCSの分析と課題検討からインターフェイスに関す

る課題が明確になり、複数の自治体で具体的な取り組み

が始まるきっかけとなった。

圏域で支援体制の点検を行うことの利点
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Ⅱ　関連資料

（1）発達障害とは

（2）発達障害児者の支援に関連する法制度

（3）発達障害児者の支援を行う社会資源

（4）�提言:発達障害児とその家族に対する 
地域特性に応じた継続的な支援のあり方
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（1）発達障害とは

乳幼児期から出現する精神機能の異常で、その原因が生来性と推定され、その異常に
よって人生のさまざまな時期、生活のさまざまな場面で社会適応上なんらかの支障をき
たすために医療・教育・福祉等による配慮を要するものの総称を、「神経発達症」といい
ます。このうち、知的機能の全般的な発達の遅れが見られる知的障害についてのみ、わ
が国では「知的障害者福祉法」が1960年に定められていました。しかし、知的障害に該
当しないタイプの神経発達症の人たちに対しては、支援のための法整備が遅れていまし
た。2004年に定められ、2016年に一部改正された「発達障害者支援法」によって、知的
障害に該当しない発達障害に対する支援が明確に定められたのです。

障害のある子どもの支援現場では、知的障害と発達障害の両方の特性をもつ子ども
や、知的障害か発達障害か明確に判断することが難しい子どもも多く、実際の支援にお
いて利用する社会資源は共通するものが多いのため、地域における支援体制づくりにお
いては両者を合わせた「神経発達症」全体の支援体制を考えておくのが現実的です。

以下に、代表的な神経発達症を紹介します。用語はDSM-5（American Psychiatric 
Association, 2013）に準じています。

1）	 知的発達症（知的能力障害）
わが国の行政用語の「知的障害」が該当します。成人期に達するよりも前（18歳以前）

から社会適応の問題があり、その要因として知的水準が低いことが挙げられる場合に、
知的発達症と診断されます。

知的水準だけでみると軽度の遅れであっても、生育環境によっては本人が深刻な悩
みをもつために問題が深刻化することがあります。遅れが軽度だと、親や教師はしばしば

「やればできるのに怠けている」、「もう少しがんばれば皆に追いつく」と解釈しがちであ
り、生来の知的発達の遅れが存在することに気づきにくいのです。このように周囲の理
解が得られにくい環境では、子どもたちは慢性的に過剰な負荷をかけられ続けることに
なります。家庭においても学校においても、他の子どもたちより遅れをとりながら参加し
続ける場面が圧倒的に多くなるため、自己評価が低い形で固定しがちです。このような
状況が慢性的に続くことで、思春期前後に二次的な情緒や行動の問題（無気力、いじめ
被害、不登校、ひきこもりなど）を生じる要因になり得るのです。
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2）	 自閉スペクトラム症（autism spectrum disorder; ASD）
対人交流・コミュニケーションの質的異常および限局しパターン的な興味と行動のた

めに、社会適応上の問題を呈します。
対人交流・コミュニケーションでは、たとえ流暢な発語が可能な場合でも会話の内容が

かみ合いにくく、双方向性になりにくいのが特徴です。興味の偏りが著しく、いったん興
味をもつとそのことに没頭する反面、興味のないことはやろうとせず、強要されると苦痛
を覚えます。独自の決めごとに執着し、想定外の事柄にたいして強くショックを受けるな
どの感情反応を生じやすいのも特徴です。曖昧で先の見通しの立たない状況に置かれる
と不安が高まるため、聴覚的情報よりも情報の明瞭な視覚的情報への親和性が高い場
合が多いです。さらに、粗大運動あるいは微細運動が苦手なケースや、感覚系の異常（過
敏あるいは鈍感）がみられることがしばしばあります。

3）	 注意欠如・多動症（attention-deficit/hyperactivity disorder; ADHD）
多動、衝動性の高さ、不注意を特徴とし、これらの特徴が小学校入学頃までに生活の

複数の場面で明らかとなります。多動、衝動性の高さが目立つタイプでは、幼児期から集
団場面での逸脱が目立ち、親のしつけ不足などと誤解されることもあります。一方、不注
意（うっかりミスや忘れ物が多いなど）の優勢なタイプは、周囲から過剰に叱責されること
が多く、自信を失うことがしばしばあります。

4）	 限局性学習症
「学習障害（learning disabilities; LD）」の用語が一般的にはよく知られています。読

むこと、書くこと、算数のいずれか、あるいはこれらの複数にわたって学力の獲得がうまく
いかず、それらが他の知的能力の水準に比して有意に低い状態をさします。学力の低さ
は、経験不足や意欲の低さでは説明できず、なんらかの神経心理学的異常が想定される
場合にこの診断がなされます。

5）	 コミュニケーション症群
言語以外の認知能力に比して言語（話し言葉、書き言葉、サイン言語など）の獲得と使

用が困難な「言語症」、発話の流暢さあるいはタイミングのパターンの障害である「小児
期発症流暢症（吃音）」などの総称です。
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6）	 発達性協調運動症
運動機能が他の発達領域に比べて特異的に障害されており、それが脳性麻痺など明ら

かな神経学的異常や全般的な発達の遅れによる二次的なものとはいえないものを指しま
す。歩く、走る、姿勢を変えるなどの粗大運動と、スプーンですくって食べる、ボタンをは
める、鉛筆で字を書くなどの微細運動が、全体的にうまく発達しない場合もあれば、一部
のみ障害され、他は問題ない場合もあります。いずれにせよ、こうした協調運動がうまく
行えないために日常生活や学業に著しく支障をきたす状態です。

7）	 チック症
突発的に体の一部を素早く動かしたり、声を出したりすることをチックといいます。前

者を運動チック、後者を音声チックといいます。1年以上持続しないものを暫定的チック
症、1年以上続くものを持続性（慢性）運動または音声チック症といいます。チックのうち、
重症で多発性の運動チックと音声チックを伴うものをトゥレット症といいます。

8）	 元来の特徴以外の症状の併存
発達障害は生来性ですが、成長していく過程で環境とのさまざまな相互作用によって

その症状が修飾を受けます。発達障害の存在に周囲が気づかず、あるいは認めようとせ
ずに、本人の特性と相性の悪い育て方を続けると、社会集団に安定して所属することが
困難で孤立がちとなる場合が多くなります。うつ、不安、強迫など、本来の発達障害の特
性とは異なる精神症状が二次的に生じることもあります。

近年、就労困難、離転職の繰り返し、ひきこもりといった社会不適応から地域の精神保
健福祉センターや就労支援センターを訪れ、そこではじめて発達障害の可能性を指摘さ
れるケースが急増しています。全国の精神科医療機関や発達障害者支援センター等で
は、成人の未診断例の相談が増加しており、その多くは、職業における不適応が契機と
なって相談に至っています。

【参考文献】
American Psychiatric Association: Diagnostic and Statistical Manual of Mental 
Disorders, 5th ed. (DSM-5)(2013). American Psychiatric Association, Washington, 
D.C.（高橋三郎,大野裕監 訳:DSM-5　精神疾患の診断・統計マニュアル（2014）．医学書院,東京）
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（2）発達障害児の支援に関連する法制度

1）	 障害者基本法
障害者の自立および社会参加を支援するための施策に関する基本事項を定めた法律

です。
この法律により、国および地方公共団体の責務が定められました。国や地方自治体は

それぞれ障害者基本計画の策定が義務付けられ、さらに障害者に対する医療・福祉サー
ビスの提供が義務付けられています。

2）	 児童福祉法
保育、母子保護、児童虐待防止対策など、児童福祉を保障するためにすべての児童が

もつべき権利や支援が定められた法律です。
2012年から障害児を対象とした福祉サービスは児童福祉法に一本化されています。
この法律で定められている児童福祉施設は、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、

保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童養護施設、障害児入所施設、児童
発達支援センター、児童心理治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センターで
す。

発達障害児に関連する福祉サービスには、障害児通所支援、障害児入所支援、障害児
相談支援があります。
①障害児通所支援

児童発達支援は、就学前の障害児に対して日常生活における基本的な動作の指導、
知識技能の付与、集団生活への適応訓練などを行います。

放課後等デイサービスは学童期の障害児を対象として、放課後や夏休みに生活能力
向上のための訓練等を提供するとともに、放課後の居場所づくりを推進します。

保育所等訪問支援は、保育所や幼稚園、認定こども園、学校、放課後児童クラブなど
集団生活を営む施設を訪問し、専門的な支援を行います。

②障害児入所支援
障害のある児童を入所させて、保護、日常生活の指導及び自活に必要な療育等を行

います。福祉サービスを行う「福祉型」と、福祉サービスに併せて医療を行う「医療型」
があります。
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③障害児相談支援
サービス等利用計画についての相談及び作成などの支援が必要と認められる場合

に、ケアマネジメントによりきめ細かく支援するものです。通所支援の利用までを支援
する障害児支援利用援助と、利用を開始した障害児通所支援について定期的に見直し
を行う継続障害児支援利用援助とがあります。

3）	 障害者総合福祉法
障害者の日常生活や社会生活を総合的に支援するために制定された、障害者に対する

支援で最も中心的な法律です。
この法律において「障害福祉サービス」とは、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行

動援護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓
練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助及び共同生活援助をい
います。このうち居宅介護、同公園後、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所支援
は障害児も利用可能です。

障害者総合支援法が定める障害者への福祉サービスは、自立支援給付と、地域生活支
援事業に大きく分けられます。
①自立支援給付

介護給付、訓練等給付、自立支援医療があります。
訓練等給付は、自立支援、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活

援助、共同生活援助を受けた場合に支給されます。
自立支援医療は、障害者による医療費の自己負担額を軽減することを目的としてお

り、育成医療、厚生医療、精神通院医療があります。
②地域生活支援事業

地域の特性や利用者のニーズに応じて地域生活を支援するために市町村が行う事
業です。このうち相談支援事業は障害者やご家族からの相談に応じて、各種サービス
の利用や権利擁護などについての支援を行います。地域活動支援センターは通所によ
る創作活動や交流の場を提供します。巡回支援専門員整備事業では、発達障害等に関
する知識を有する専門員が、保育所や放課後児童クラブ等の子どもやその親が集まる
施設・場への巡回等支援を実施し、施設等の支援を担当する職員や障害児の保護者に
対し、障害の早期発見・早期対応のための助言等の支援を行います。
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4）	 発達障害者支援法
発達障害児者の早期発見と支援を目的として定められた法律です。発達障害児者に対

するライフステージを通じた切れ目のない支援、家族なども含めたきめ細かな支援、地域
の身近な場所で受けられる支援が行われるよう、国および地方公共団体は、医療保険、
福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体相互の有機的連携のもと
に必要な相談体制の整備を行うものと定められています。

また、都道府県および政令指定都市に発達障害者支援センターを設置すること、発達
障害者の支援の体制の整備を図るため、発達障害者支援地域協議会を置くことができる
としています。

5）	 特別支援教育に関する法律
教育基本法のなかで、国および地方公共団体は、障害のある者が障害の状態に応じ、

十分な教育を受けられるよう、教育上必要な支援を講じなければならないと定められて
います。

また、学校教育法の中で「特別支援教育」が位置づけられ、特別支援学校、特別支援学
級、通級指導教室などの役割が定められるとともに、発達障害の子どもなどが在籍する
通常の学級を含むすべての学校・学級において特別支援教育を実施することが明記され
ています。
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（3）発達障害児が利用できる社会資源など

1）	 発達障害者支援地域協議会
発達障害児者の支援体制の整備を図るために、都道府県・政令指定都市が設置する

協議会です。発達障害者およびその家族、学識経験者並びに医療、保健、福祉、教育、労
働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体に従事する者で構成されます。関係者
等が相互の連絡を図ることにより、地域における発達障害者の支援体制に関する課題に
ついて情報を共有し、関係者等の連携の緊密化を図るとともに、地区の実情に応じて体
制の整備について協議を行います。

2）	 発達障害者支援センター
都道府県・政令指定都市に設置され、発達障害児者、家族に対して関係機関と連携し

ながら相談、発達、就労に関して支援を行います。また、関係機関、民間団体等への発達
障害の研修、普及啓発を担います。

3）	 発達障害者地域支援マネージャー
都道府県および政令指定都市の発達障害者支援センター等に配置し、障害福祉サー

ビス事業所等が抱える困難ケース等に対する訪問支援（相談支援・技術支援）およびそ
の他必要な支援や助言等を行うとともに、地域において発達障害児者の特性に沿った対
応ができるよう関係機関等との連携を図り、地域における総合的な支援体制整備への必
要な相談、助言等を行います。

4）	 精神保健福祉センター
都道府県・政令指定都市に設置され、総合的に心の健康に関する相談、支援、啓発を

行う機関です。発達障害支援センターを併設することがあります。

5）	 市区町村
市区町村は、障害者総合支援法に定められた地域生活支援事業を行います。地域の特

性や利用者のニーズに応じて、相談支援事業、地域活動支援センターなどのサービスを
提供します。

また、市区町村は乳幼児や就学児に対して健康診断を行い、発達障害の早期発見に努
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めます。また、発達障害児の保護者に対して相談機関・医療機関への紹介やその他の助
言を行います。

障害児者の福祉を担当する部署を設置し、関係部署との連携体制の構築や、早期発
見・早期支援の推進、人材確保、人材養成　専門的な機関との連携を行います。障害者
福祉担当部署では、障害者総合支援法に基づいた障害者手帳、各種手当、障害に関する
総合的な相談に対応します。保健センターでは母子保健、子育てに関する相談に対応し
ます。教育委員会では学校生活に関する相談に対応します。

6）	 児童発達支援事業所・児童発達支援センター
児童発達支援事業所は、地域において就学前の障害児とその家族に対して通所によ

る児童発達支援のサービスを提供します。児童発達支援センターは、地域における障害
児の専門施設として中核的な役割を担い、施設への通所支援のほか、地域で暮らす障害
のある子どもや家族への支援、障害のある子どもを預かる機関との連携・相談・支援を
行います。

7）	 放課後等デイサービス
就学している障害児に、授業の終了後又は休業日に、生活能力の向上のために必要な

訓練、社会との交流の促進などを行います。

8）	 障害児入所施設
障害のある児童を入所させて、保護、日常生活の指導及び自活に必要な療育等を行い

ます。福祉サービスを行う「福祉型」と、福祉サービスに併せて医療を行う「医療型」があ
ります。

9）	 障害児相談支援事業所
障害児相談支援を行う事業所です。

10）	地域活動支援センター
市区町村が行う地域生活支援事業として、通所による創作活動や交流の場を提供します。
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11）	医療機関
発達障害の診断、心理検査、医学的検査などを行い、医学的助言や必要に応じて薬物

治療などを行います。

12）	障害児の家族への支援
都道府県や市区町村によっては、ペアレントメンター養成等事業、ペアレントプログラ

ム、ペアレントトレーニング等を実施しています。
また、各地域で親の会などが組織されています。
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（4）提言 :�発達障害児とその家族に対する�
地域特性に応じた継続的な支援のあり方

本提言は、厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業（身体・知的等障害分野））「発
達障障害児とその家族に対する地域特性に応じた継続的な支援の実態と評価」（平成25年度
~27年度）によって得られた研究結果をもとに作成されたものである。

障害児に対する地域支援施策は、昭和30年から40年代における精神薄弱児または肢体不自
由児通園施設の設置から本格的に始まり、これら専門施設への通所型の療育が長い間中心を占め
ていた。昭和50年代以降は厚生省の「心身障害児総合通園センター」構想のもと、複数の通園機
能を持ち、相談・指導・診断・検査・判定等を行うことができる拠点施設（「地域療育センター」等）の
整備が大規模都市を中心に進められた。このような行政主導の拠点施設型の支援システムは、人
口や財政規模の大きな自治体でモデル的に進められたものの、多くの小規模自治体には実行が困
難であった。また、人口20万人~50万人程度の規模の自治体では、拠点施設の有無をはじめとし
た地域支援システムの作り方に相当の違いが生じた。

平成に入り、このように障害児の地域支援システムに地域較差が生じていた頃から、知的障害を
伴わない発達障害の診断例が、特に拠点施設のある大都市部を中心に徐々に増加した。平成10
年頃からは、全国的にその支援ニーズが爆発的に増加してきた。拠点施設のある都市部では、医療
への受診・診断を起点として子どもを施設へ通所させて療育するという従来の知的障害児を念頭
に置いたやり方では膨大な支援ニーズに対応できなくなった。一方、拠点施設のない多くの自治体
では、診断・評価の場をはじめとした専門的なサービスが著しく不足するとともに、幼稚園・保育園
を中心とした一般の子育ての場に発達障害の子どもの支援を担うことの期待が寄せられ、専門性
と人材の確保が深刻な課題となった。

このように、知的障害児を想定して施設通所型の療育を中心として組まれてきた従来の支援体
制の限界が明らかとなった現在、各地域の実情に応じた支援システムの基盤をなすシステムモデ
ル作りが求められている。ここで重要になってくるのが、「地域特性に応じた支援」という視点であ
る。人口規模・動態、自治体の経済状態、住民の社会経済階層など、各地域の実情はきわめて多様
であり、すでに構築されてきた障害児の地域支援体制も地域較差が大きい。単一のモデルのみで
は、各地域の実情に即した体制作りは困難である。各自治体が自らの地域特性をよく把握し、実態
に即した支援システムの構築を目指す時代に入ってきているといえる。

本研究班では、地域特性に応じた発達障害児とその家族の支援体制づくりを促進するため、人
口規模によって自治体を「政令指定都市」、「中核市・特例市・特別区」、「小規模市」、「小規模町村」
の4つのグループに分け、地域の特性を分析し、発達障害支援の現状を調査・比較することで、自
治体規模に応じた支援システムのあり方について検討を行った。平成25年度から27年度にかけ
ての3年間の研究で得られた成果に基づき、4グループそれぞれでまとめと行政への提言を行っ
た。本篇は、それらの提言を要約したものである。

この提言は、国立障害者リハビリテーションセンター発達障害情報・支援センターのウェブサイトで公開され
ているものを転載しています。（http://www.rehab.go.jp/ddis/world/japan/neighbor/）
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Ⅰ　政令指定都市
 

1.地域特性
政令指定都市は地方自治法に定められた大都市制度のひとつであり、現在の指定基準は人口

50万人以上である。政令指定都市20市の合計人口は日本の全人口の21.6%を占めている（平
成27年4月現在）。保健・福祉、教育、都市計画・土木などにおいて県からの事務委譲があり、財
源の移譲による主体的な財政運営が可能となっている。そのため政令指定都市の多くは他の自治
体と比較して歳入決算額が大きく、財政力指数が高い。こうした行政権能の優位性が、児童や障害
者などの福祉に使える人口1人当たりの決算額に有利な影響を与えている。

2.発達障害の早期支援体制の現状と課題
（1）直接支援機能

人口規模が大きい政令指定都市の中で、発達障害の支援を先進的に行っている地域では、拠点
となる地域療育センターが複数ある。それぞれの拠点施設が担当する地域が設定され、かつそれ
らの複数拠点の中核となる施設が置かれる。拠点施設から早期発見の場である各地域の保健セン
ターや保育所・幼稚園への支援や連携が進められてきている。横浜市、広島市、福岡市のように早
期から拠点施設が設置された地域では、新たに支援対象としてとらえられるようになった発達障害
児についても早期発見や支援体制の充実に取り組んできており、今や出生人口の約1割が地域療
育の拠点施設を受診している。

新規受診児の大幅な増加や多様化は、拠点施設において受診までの待機期間の長期化や集団
療育の場の不足といった課題を生じさせている。通園療育枠の拡大や児童発達支援事業所によっ
て療育の場の提供が進められているが、すべての対象児に拠点での療育を供給するのは難しく
なっている。

通園療育については、市によって単独通園や、保育所や幼稚園との並行通園を設定している。保
育所や幼稚園に対しては、拠点施設からの訪問支援や巡回相談、障害児保育制度による支援が行
われており、拠点施設が関わる研修も実施されている。

学齢期以降の発達障害児への支援ニーズの高まりに対応して、拠点施設は学校と積極的な連携
体制をとる必要がある。診療体制の整備も各地で行われているが、受診待機期間の長期化が常態
となっているところが多く、学齢児への支援体制の整備は新たな課題となっている。拠点施設は、
地域の医療機関、相談支援事業所、放課後等デイサービス事業所、特別支援教育における巡回相
談や特別支援学校のセンター的機能等との連携を通して学齢児支援を展開する形が求められる。
学齢期の発達障害児の診断、評価あるいは治療的な対応を行う医療機関不足は、多くの地域で共
通した問題である。

（2）間接支援機能
拠点施設では、保健センターや保育所・幼稚園へのアウトリーチがなされ、保育所や幼稚園の職

員や保健センターの保健師等に対しての発達障害児支援についての研修が行われていることが多
い。カウンセリング技能の研修を受けたペアレントメンターの育成も進められている。

73



57

3.提言
（1）地域支援システムと地域拠点の関係

人口規模が非常に大きく、市をいくつかの行政区に分けて保健・福祉行政が運営されている政
令指定都市では、地域支援システムは単一ではなく複数が置かれ、それらが独立して機能しつつ、
かつそれらを束ねる上位機能を担う中核センターの存在が必要になる。支援ニーズに合わせた段
階的な支援体制や早期療育から地域支援への移行体制、地域の所属集団へのアウトリーチ支援
等、多様化している子どもの状態像にあわせた支援プログラムの柔軟な運営が求められる。

拠点施設内の体制としては、児への直接的な支援の場をより専門的、治療的な場として提供する
とともに、拠点内の複数部署にまたがるチームの結成による関連施設への支援や保護者支援といっ
た地域支援プログラムの開発が必要となる。利用者が拠点に足を運んで初めて支援が成り立つと
いう拠点中心の発想だけでなく、保育所・幼稚園を含む関連組織への支援活動も重視しなければな
らない。これは、とりわけ早くから建設されている大都市型の拠点施設に共通のテーマである。

（2）学校教育との連携
早期支援の拠点施設が整備されている自治体では学齢児への支援体制の整備が新たな課題と

なっている。拠点施設は、地域における医療機関や相談支援事業所、放課後等デイサービス事業
所、特別支援教育における巡回相談や特別支援学校のセンター的機能等との機能的な連携を通し
て学齢児への支援を展開する形が求められる。

学齢期の発達障害児の評価や診断あるいは治療的な対応を行う医療機関の確保のためには、
大学医学部や地域診療所の連携機能のある医師会、それらをつなぐ行政機関との連携や調整に基
づき、救急医療における体制と同様の一次~三次の医療体制といった階層化が求められている。
拠点施設は乳幼児期から学齢期にかけての一次~二次医療の役割があるととらえることができる
が、それ以外にも地域で幅広く発達障害児診療が担える一次、二次医療機関の充実と医師の研修
体制が望まれる。

（3）地域拠点における人材の供給と育成
保健センターや児童相談所、相談支援事業所、介護サービス事業所、医療機関等の幅広い機関

との連携や、要保護児童対策地域協議会や地域自立支援協議会への参加等を通して、家族支援を
コーディネートする役割が拠点施設の相談支援機能に求められる。相談支援を行うことができる人
材は、拠点施設の中だけでなく地域においても育成する必要がある。そこにも拠点からの支援が
求められる。

また近年では保護者同士のピア・カウンセリングも重要視されており、カウンセリング技能の研
修を受けたペアレントメンターの育成を進めていくことも求められる。

地域における発達障害の医療については、診療を担う医療機関の整備とともに医師確保や専門
医育成の体制を、大学病院を含めた複数の機関の協力に基づく包括的な体制として進めていく必
要がある。特定地域に偏在しがちの発達障害診療の専門医（小児科、児童精神科）を幅広く育成す
る体制が求められる。
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Ⅱ 中核市及び特例市
 

1.地域特性
中核市は政令指定都市に次いで有力な基礎自治体であり、特例市は人口と出生児数は中核市の

おおよそ半分である。中核市は45市（全基礎自治体の2.6%）、特例市は39市（2.2%）あり（2015
年4月現在）、人口では合わせて2800万人を超える。我が国の全人口の5分の1を占め、多くの支
援を要する子どもが存在するため、自前で充実した支援体制の整備が求められる地域である。

なお、特例市は2014年度末をもって廃止となり2020年4月1日までに中核市か一般市のい
ずれかに移行することが求められている。

2.発達障害の早期支援体制の現状と課題
（1）直接支援機能

中核市及び特例市ともに、発達障害の発見は主として1歳6か月児健診と3歳児健診で行われ
ており、受診率も90%を超えている。多くは一次健診のあと二次健診（事後指導事業）を実施して
いる。すべて集団健診方式で行われている。保育園、幼稚園、小中学校、医療機関と同時に、保護
者からの相談も発見の機会として重要な役割を果たしている。中核市の一部は、5歳児健診・相談
を行っているが、いずれも試行的・部分的である。

中核市では約半数が自治体単独事業で親子通園事業を実施している。主として幼児期前半の幼
児が対象であり、実施回数は週1~2回である。特例市もほとんどの市で親子通園事業が行われて
いるが、事業内容については不明な点もある。

中核市では全市に児童発達支援センター（福祉型、医療型）がある。また、多くの児童発達支援事
業所も認められる。非県庁所在市の大多数は市立のセンターを設置している一方で、県庁所在市
では市立のセンターは少なく、専門療育機能を県や民間事業所に依存していることが多い。市立の
医療型センターを設置している市もあるが、いずれも発達障害を含めた地域の専門医療機関の役
割は担っていない。

特例市は児童発達支援センターを有する市が多く、約半数は市が設置しているが、センターがな
い市もある。

中核市の約3割は市立の専門医療機関を設置しているが、他は県立の旧肢体不自由児施設、大
学病院等に依存している（ことに、その傾向は県庁所在市で顕著である）。特例市では、市立の専門
医療機関はなく、様々な医療機関を利用している。

中核市では保育所（市立・民立）及び市立幼稚園での統合保育は実施されており、加配保育士等
もごく一部の市を除いて配置されている。特例市では保育所及び幼稚園とも公立と民立（私立）の
別なく受け入れ、加配保育士等も配置している。

中核市及び特例市ともに各種の特別支援学級が多く設置され通級指導も積極的に行われてい
る。中核市の約3割は市立の特別支援学校を設置しており、特例市の7割以上が県立特別支援学
校を設置している。

（2）間接支援機能
中核市では保育所・幼稚園等への専門的支援や研修をほとんどの市が実施している。しかし、公
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立保育所のみ実施、保育所は保育課が、幼稚園は学校教育課がそれぞれ別々に実施、私立幼稚園
は除外、散発的な実施、多くの専門機関に無計画に依頼等さまざまな問題がある。

特例市でも全市で保育所等への支援や研修は行われているが、外部の専門家によるものは3分
の1程度に留まっている。

中核市で発達支援に関わる独立した連携組織を設置している市はほとんどない。自立支援協議
会の下部組織等もあるが、内容は不明であり、特別支援連携協議会の設置も4分の1程度に留ま
る。特例市でも自立支援協議会の下部組織等は若干確認されるが、詳細は不明である。

3.提言
（1）発達支援システムの原則

中核市や特例市のような規模が大きく多種多様な組織・団体等が関与する自治体で発達支援の
体制整備を行う場合には、その原則が明確化され共有されることが重要である。4つの原則を指摘
しておきたい。

第1は、発達支援システムは発達障害を含め支援が必要な全ての子どもの発達と保護者の子育
てを支援するものであること。

第2は、あらゆる支援ニーズを包含して総合的であり、それがライフステージに沿って一貫性と
継続性を持って提供されるものであること。

第3は多くの機関・団体・事業所が関わるシステムはお互いが得意な領域に特化しそれ以外は
他の機関等に委ね、相互補完的に連携し主人公である子どもとその家族を支えるものであること。

第4は公民の役割分担の明確化とそれに基づく基幹機能の適正配置、行政が責任をもってシス
テムを運営すること。

（2）中核市における支援システム
中核市は自治体の規模、行政権限、支援を必要とする発達障害の子どもの人数を考えると、基幹

機能（直接及び間接）のすべてを、広域自治体等の外部機関に頼ることなく、自前で整備したい。
1つは、発見-敷居の低い子育て支援機能-専門療育-専門医療（診断と医学的ハビリテーショ

ン）-統合保育-学校教育、相談の7機能からなる直接支援機能の整備である。
もう1つは、連携、システム運営、研修・人材育成、研究、行政への提言等からなる間接支援機能

の整備である。
これら基幹機能のうち、最も整備が困難な機能は専門医療機能であろう。もしも困難であれば、

最低でも市立の児童発達支援センターに複数の心理士、言語聴覚士、作業療法士等を常勤で配置
し、充実した地域支援が展開できる高い専門性を確保したい。

（3）特例市における支援システム
2020年度4月以降、中核市に移行する特例市には中核市のモデルを提案したい。
一般市（正確には人口20万人程度の中規模一般市）に移行する特例市も、基本的には中核市と

同様のシステムが望ましい。しかしながら、中核市移行を躊躇する理由の1つに保健所の専門職
員の確保の困難性が挙げられるように、専門医療機能を自前で整備することは困難であろう。従っ
て、専門医療機能を除いた他の基幹機能については中核市と同様の基本方針で整備するのが妥当
といえる。
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Ⅲ 小規模市

 1.地域特性
少子高齢化の進行が深刻であり、財政が厳しい。一方、大都市と比較して市職員、なかでも保健

師の数が充実している地域が多い。都市部のように民間企業による子育て支援サービスが導入
されにくい反面、乳幼児期の母子保健を中心とした保健師の活動を核に据えた子育て支援が重要
な位置を占める。生活に密着した身近な支援者を得やすいという強みがある反面、専門性の高い
サービスが得られにくいという弱みがあるのが、小規模市の特徴である。

2.発達障害の早期支援体制の現状と課題
（1）直接支援機能

小規模な児童発達支援事業所が地域の療育の中核を担っており、発達障害児の多くは保育所や
幼稚園との並行通園を行っている。大都市における療育センターのような診療機能を有する療育
施設は言うまでもなく、児童発達支援センターをもつことも困難であることが多い。

直接支援の担当者は主に保育士であることが多く、作業療法士や言語聴覚士などが配置されて
いないこともしばしばあるため、専門的な知識や技術の担保が課題となっている。

発達障害診療を行う医療機関は少なく、県あるいは圏域にある医療機関が活用されている。多
くの場合、診療開始は、療育の開始後となる。発達障害を診療する医療機関へのアクセスが困難な
地域では、外部の児童精神科医のチームによる訪問型の支援が行われているが、スタッフの供給
が困難である。

多くの市で、保健師や心理職が相談、調整、療育へのつなぎに大きな役割を果たしている。心理
職の関与によって専門性が担保されるとともに、療育の必要性や妥当性について適切なアセスメン
トを行うことが可能となる。

一般の保育園、幼稚園は、発達障害等のある児童を受け入れ、生活に密着した支援を行ってい
る。保育士の増員などの対応が行われているものの、加配保育士を募集しても集まらないという課
題がある。また、園の中での支援の専門性・妥当性を担保できない。

それらを補完するシステムとして、多くの地域で専門スタッフによる定期的な巡回相談や多職種
による巡回相談が行われている。一方で、これらに携わるスタッフの継続的な確保が困難であると
いう課題もある。巡回がより円滑に機能するためには、巡回の調整の主体が自治体の中にあるこ
とが望ましい。

就学移行支援に関しては各市において様々な取り組みがなされており、小規模市の強みである
顔の見える連携が行われている地域もある。

学齢期の支援では、特別支援学校が設置されている市は少なく、特別支援学級と通級指導教室
が地域の特別支援教育の中核となっている。通級指導教室は1−2校に集約されていることが多
い。

（2）間接支援機能
人材育成のための取り組みとして、多くの市で研修会や事例検討会が行われているが、その多く

は市単独のものでなく県や大学などとの連携によるものである。
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市の行政に「発達支援室」のような中核的な組織が設置されている市では、そこが母子保健、保
育園・幼稚園、療育機関、教育機関との連携および情報交換や研修会の開催などに大きな役割を
果たしている。県が市町村向けガイドラインの配布を行い、研修会の開催を圏域の保健福祉事務
所を中心に行うなど、市町村の人材育成をサポートするシステムが県によって作られている地域も
ある。

3.提言
小規模市では、発達障害の子どもたちの主たる生活の場である保育園・幼稚園での支援の質の

向上が課題である。保育士の専門性や妥当性を担保するためにも、外部専門家による支援は必要
不可欠である。南相馬や多治見市で行われているような多職種連携による巡回相談や児童発達支
援事業所の職員による保育園・幼稚園への訪問支援は、よいモデルとなる。

児童精神科医は小規模市においてはきわめてリソースが少なく、市単独では供給が難しいため、
県あるいは圏域の施策のなかで進めていく必要がある。

つなぎの支援に関しては、健診の場や相談・調整の場には保健師のみならず心理職の配置が不
可欠である。就学以降支援に関しては、就学移行支援シートの活用などの定型的な情報のフォー
マットと小規模市の強みを生かした顔の見える支援を組み合わせることによって、ハイブリッドな支
援システムが可能である。

人材育成に関しては、市単独では困難であるため、県の発達障害施策の中で小規模市の支援者
を対象とした人材育成の場と機会を保障する仕組みを作る必要がある。

地域システムの観点からまとめると、各市には発達障害の支援に関する企画、調整、連携などに
特化した「発達支援室」のような中核機能を担う組織を設置することが望まれる。ここでは、福祉
職、保健師および心理職を配置することによって、つなぎの支援を促進するとともに、巡回支援、訪
問支援をスムーズに行うための調整と連携、保健師、保育士などへの研修、児童精神科医療とのつ
なぎなどを担う。

一方、小規模市単独では困難である専門性の高いサービスの確保および人材育成のためのカリ
キュラム確保は、県の後ろ盾なくしてはあり得ない。県あるいは圏域毎に構成する小規模市への支
援体制を県が作っていくことが求められる。
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Ⅳ 小規模町村

1.地域特性
人口3万人未満の小規模町村（島嶼部を含む）は我が国の基礎自治体の約50%を占めるが、少

子高齢化の進行が深刻であり、財政は厳しい。保健師等の支援者と親との距離が近く、早期から
支援が必要な子どもの把握力は優れ、追跡もなされているが、専門性の高いサービスは得られにく
い。また、支援者と親との距離が近いことで、介入が難しい面もある。

2.発達障害の早期支援体制の現状と課題
（1）直接支援機能

発達的に支援が必要な子どもの把握は幼児健診でよくなされている。しかし、事例の経験が乏し
く障害か否かの見極めが困難なこと、保健師と保護者の関係が近い（顔が見える関係）ため伝え方
に配慮が必要であることなどから、専門機関への紹介が遅れがちである。

半数以上の町村では、児童発達支援事業所等の通園療育施設が対象自治体あるいは通園が容
易な近隣自治体にあり、町が設置した児童発達支援事業所で支援システムのセンター的役割を果
たしているところもある。

発達障害の診断と医学的ハビリテーションを行なえる医療機関が自治体内又は近隣自治体にな
い町村が6割を超えている。 

統合保育（幼稚園教育含む）は全自治体で一通り実施され、大多数の自治体では加配保育士を配
置している。特別支援学級も全自治体で一通り整備されている。なかには、積極的に通級指導を
行っている自治体も認められる。

（2）間接支援機能
発達支援の中心的役割は保健師、保育士、教師が担っていることが多い。連携は個人的ネット

ワークによるものが多く、熱心な個人に依存する傾向がある。一方で、社会福祉協議会や教育委員
会が主導し優れたシステムと連携体制を構築している自治体も認められる。専門療育及び医療専
門機関等による保育園等への専門的支援（巡回相談や研修）等の人材育成機能は全体的に不十分
である。

（3）その他
島嶼部ではしばしば独自の支援体制を整備しているが、心理職等の専門職の確保と定着が困

難、専門研修が不十分、医療機関が遠く診断に至らない事例が多い等は共通した課題である。
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3.提言
発達支援に必要な基幹機能は全ての基礎自治体で確保する必要があるが、自前で全自治体が

全機能を整備する必要はない。全機能を自前で整備する必要があり可能なのは人口が多く財政力
あり人材も確保しやすい政令指定都市や中核市等に限定される。

小規模な自治体、ことに人口3万人未満の小規模町村ではすでに全自治体で整備されている発
見、統合保育、学校教育機能に加え、下記のようないくつかの直接・間接機能を自前又は外部の社
会資源を活用した形で確保すれば、小規模町村に適した効果的な発達支援体制が整備できると考
える。

具体的には、①専門療育機能の整備（ことに人口1万人以上は児童発達支援事業所が必置。可
能なら人口5千人以上は設置、それ未満は統合保育や圏域を活用するのも現実的、スタッフは保育
士等の集団療育職員に加え、非常勤の心理士、言語聴覚士、作業療法士）、②研修体制の整備、③
組織的連携体制の整備（自立支援協議会発達支援部会等）と調整担当機関の設置）が望まれる。

小規模町村の課題は専門性と専門家の確保である。発達障害者支援センター等の専門機能を
活用して、一層の「アウトリーチ型」自治体支援の強化、ICTを活用した支援事業の創設が望まれ
る。

厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業（身体・知的等障害分野））
「発達障害児とその家族に対する地域特性に応じた継続的な支援の実施と評価」

（平成25年度~27年度;研究代表者　本田秀夫）
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Ⅲ.Q-SACCSの記入用シート
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記入用シートはホームページからダウンロード可能です。

Q-SACCSを使った「地域診断」マニュアル　ホームページ

HPアドレス ▶ https://q-saccs.hp.peraichi.com/

ここからダウンロードしてください。

解説動画の視聴や本冊子PDF版の閲覧も可能です。
※掲載画面は公開前のもので、実際の公開画面と異なります。
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はじめに 

 

 発達障害および知的障害（以下、両者をまとめて「発達障害」とします）は、早ければ乳

児期、遅くとも学童期までには特有の発達特性が顕在化し、全てのライフステージを通じて

何らかの⽀援ニーズが持続します。⼀⾒症状が⽬⽴たない⼈も、周囲の⼈と⾃分との違いに

悩む、誤解されて孤⽴するなどの問題が⽣じることがあり、その結果として抑うつや不安な

どの精神症状の出現、いじめ被害、不登校、ひきこもりといった⼆次的な問題を呈すること

があります。したがって、発達障害の⼦どもたちを地域で⽀援するためには、医療、保健、

福祉、教育、労働の多領域チーム・アプローチによる息の⻑い⽀援体制を作っていく必要が

あります。 

 ⼦どもに何らかの発達障害があるかもしれないと思ったとき、保護者はまずどこに相談

すればよいでしょうか︖⼦どもと家族が住んでいる地域にはどのような社会資源があるの

でしょうか︖年齢を重ね、所属する社会集団が変わるとき、⽀援の場・体制はどのように移

⾏するのでしょうか︖情報の引き継ぎはあるのでしょうか︖全国の各⾃治体は、こうした

情報をわかりやすく整理して住⺠に公開していく必要があります。 

 近年では、⼦どもの発達障害の特性に最初に気づくのが家族ではなく、乳幼児健診である

場合や、⼦どもが通う保育所、幼稚園、認定こども園などの職員である場合が珍しくありま

せん。これらの場合、家族が⼦どもの発達特性に気づき、専⾨の発達相談や医療につながる

動機づけを⾏うための⽀援が必要となります。また、多領域の連携を着実なものとするため

には、「つなぎ」と「引き継ぎ」の仕組みが必要です。各⾃治体は、地域で⾏われている⽀

援の概要を図⽰し、それぞれの⽀援サービスの内容だけでなく、機関同⼠の連携などのつな

ぎや移⾏に際しての引き継ぎの仕組みについて⼀元的に説明できる資料を⽤意しておく必

要があります。そのためのツールが「地域ケアパス」です。 

 地域ケアパスでは、発達障害のあるおよびその家族が居住する地域でタイムリーに適切

な⽀援を受けることができるための「⾒取り図」を提供します。また、保育所・幼稚園・認

定こども園の職員をはじめとする⼦どもと家族に関わる⽀援者が、発達障害の専⾨機関と

地域連携をはかるための体制づくりについての指針を⽰すものです。 

 この⼿引きでは、就学前の発達障害およびその可能性のある⼦どもと家族が必要な⽀援

につながり、多領域連携のもとで⽀援を受け続けることができるための、各⾃治体の事情に

応じた地域ケアパスを作成するために必要な作業を⽰します。 
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Ⅰ 発達障害児の⽀援に関連する法制度、社会資源など 
 

１．法制度 

 

（１）⺟⼦保健関連  

 １）⺟⼦保健法 

 ⺟性および乳幼児の健康の保持・増進のため、⺟⼦保健の理念と保健指導・健康診査・医

療その他の措置について定めた法律です。 

⾃治体で⾏う事業として、知識の普及、保健指導、新⽣児の訪問指導等、健康診査（１歳

６か⽉児・３歳児）、必要に応じた妊産婦・乳幼児の健康診査または受診勧奨、未熟児の訪

問指導、未熟児の養育医療の給付が定められています。 

 

① 知識の普及、相談・指導 

 発達段階に応じた関わり⽅など知識の普及のために様々な教室を開いたり、個別相談に

応じて個別または集団で指導や助⾔をおこなったりしています。⼀般的な相談から専⾨職

による相談まで、市町村によって様々な事業をしています。また親同⼠のグループ作りや地

域住⺠活動の⽀援を推進しています。 

 

② 乳幼児健康診査 

 乳児および幼児に対して、発育・発達および疾病のスクリーニングと、育児不安や⼦育て

環境など⼼理社会的な状態についてアセスメントし、結果を踏まえて指導をおこないます。

経過観察、精密健康診査、処置または医療等が必要とされた場合は、事後指導をおこない、

医療機関と連携して的確な対応が図られるようにします。また、必要に応じて療育相談をお

こなうこともあります。 

 

③ 訪問指導 

 新⽣児訪問事業、児童福祉法で定められた乳児家庭全⼾訪問事業（こんにちは⾚ちゃん事

業）および養育⽀援事業などがあります。育児相談、⼦育て⽀援に関する情報提供や養育環

境等の把握をおこない、⽀援が必要な家庭に対して保健指導や関係機関との連携等の対応

をとります。発達特性の気づきや⽀援の機会にもなっています。 
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④ ⼦育て世代包括⽀援センター（※） 

 妊産婦・乳幼児等への包括的な⽀援提供を⽬的として、⺟⼦保健サービスおよび⼦育て⽀

援サービスのワンストップ総合窓⼝として、情報提供や相談、助⾔・保健指導を⾏うととも

に、必要な⽅に⽀援プランを策定し、関係機関との連絡調整をおこないます。 

（※）⺟⼦保健法では⺟⼦健康包括⽀援センター、令和６年 4 ⽉からこども家庭センター 

 

（２）児童福祉関連  

 １）児童福祉法 

保育、⺟⼦保護、児童虐待防⽌対策など、児童福祉を保障するためにすべての児童がもつ

べき権利や⽀援が定められた法律です。 

 2012 年から障害児を対象とした福祉サービスは児童福祉法に⼀本化されています。 

 この法律で定められている児童福祉施設は、助産施設、乳児院、⺟⼦⽣活⽀援施設、保育

所、幼保連携型認定こども園、児童厚⽣施設、児童養護施設、障害児⼊所施設、児童発達⽀

援センター、児童⼼理治療施設、児童⾃⽴⽀援施設および児童家庭⽀援センターおよび⾥親

⽀援センター（令和４年 6 ⽉より追加）です。 

 発達障害児に関連する福祉サービスには、障害児通所⽀援、障害児⼊所⽀援、障害児相談

⽀援があります。 

 

① 障害児通所⽀援 

 児童発達⽀援は、就学前の障害児に対して⽇常⽣活における基本的な動作の指導、知識技

能の付与、集団⽣活への適応訓練などを⾏います。 

 放課後等デイサービスは学童期の障害児を対象として、放課後や⻑期休みに⽣活能⼒向

上のための訓練等を提供するとともに、放課後の居場所づくりを推進します。 

 保育所等訪問⽀援は、保育所や幼稚園、認定こども園、学校、放課後児童クラブなど集団

⽣活を営む施設を訪問し、専⾨的な⽀援を⾏います。 

 

② 障害児⼊所⽀援 

 障害のある児童を⼊所させて、保護、⽇常⽣活の指導および⾃活に必要な療育等を⾏いま

す。福祉サービスを⾏う「福祉型」と、福祉サービスに併せて医療を⾏う「医療型」があり

ます。 
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③ 障害児相談⽀援 

 サービス等利⽤計画についての相談および作成などの⽀援が必要と認められる場合に、

ケアマネジメントによりきめ細かく⽀援するものです。通所⽀援の利⽤までを⽀援する障

害児⽀援利⽤援助と、利⽤を開始した障害児通所⽀援について定期的に⾒直しを⾏う継続

障害児⽀援利⽤援助とがあります。 

 

（３）障害福祉関連  

 １）障害者基本法 

 障害者の⾃⽴および社会参加を⽀援するための施策に関する基本事項を定めた法律です。 

 この法律により、国および地⽅公共団体の責務が定められました。国や地⽅⾃治体はそれ

ぞれ障害者基本計画の策定が義務付けられ、さらに障害者に対する医療・福祉サービスの提

供が義務付けられています。 

 

 ２）障害者総合⽀援法 

 障害者の⽇常⽣活や社会⽣活を総合的に⽀援するために制定された、障害者に対する⽀

援で最も中⼼的な法律です。 

 この法律において「障害福祉サービス」とは、居宅介護、重度訪問介護、同⾏援護、⾏動

援護、療養介護、⽣活介護、短期⼊所、重度障害者等包括⽀援、施設⼊所⽀援、⾃⽴訓練、

就労移⾏⽀援、就労継続⽀援、就労定着⽀援、⾃⽴⽣活援助および共同⽣活援助をいいます。

このうち居宅介護、同⾏援護、⾏動援護、重度障害者等包括⽀援、短期⼊所⽀援は障害児も

利⽤可能です。 

 障害者総合⽀援法が定める障害者への福祉サービスは、⾃⽴⽀援給付と、地域⽣活⽀援事

業に⼤きく分けられます。 

 

① ⾃⽴⽀援給付 

 介護給付、訓練等給付、⾃⽴⽀援医療があります。 

 介護給付は、居宅介護、重度訪問介護、同⾏援護、療養介護、⽣活介護、短期⼊所、重度

障害者等訪問⽀援、施設⼊所⽀援を受けた場合に⽀給されます。 

 訓練等給付は、⾃⽴⽀援、就労移⾏⽀援、就労継続⽀援、就労定着⽀援、⾃⽴⽣活援助、

共同⽣活援助を受けた場合に⽀給されます。 

 ⾃⽴⽀援医療は、障害者による医療費の⾃⼰負担額を軽減することを⽬的としており、育

成医療、厚⽣医療、精神通院医療があります。 
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② 地域⽣活⽀援事業 

 地域の特性や利⽤者のニーズに応じて地域⽣活を⽀援するために市町村（特別区を含む）

が⾏う事業です。このうち相談⽀援事業は障害者やご家族からの相談に応じて、各種サービ

スの利⽤や権利擁護などについての⽀援を⾏います。地域活動⽀援センターは通所による

創作活動や交流の場を提供します。巡回⽀援専⾨員整備事業では、発達障害等に関する知識

を有する専⾨員が、保育所や放課後児童クラブ等の⼦どもやその親が集まる施設・場への巡

回等⽀援を実施し、施設等の⽀援を担当する職員や障害児の保護者に対し、障害の早期発

⾒・早期対応のための助⾔等の⽀援を⾏います。 

 

 ３）発達障害者⽀援法 

 発達障害児者の早期発⾒と⽀援を⽬的として定められた法律です。発達障害児者に対す

るライフステージを通じた切れ⽬のない⽀援、家族なども含めたきめ細かな⽀援、地域の⾝

近な場所で受けられる⽀援が⾏われるよう、国および地⽅公共団体は、保健医療、福祉、教

育、労働等に関する業務を⾏う関係機関および⺠間団体相互の有機的連携のもとに必要な

相談体制の整備を⾏うものと定められています。 

 また、都道府県および政令指定都市に発達障害者⽀援センターを設置すること、発達障害

者の⽀援の体制の整備を図るため、発達障害者⽀援地域協議会を置くことができるとして

います。 

 

（４）特別⽀援教育関連  

 １）特別⽀援教育に関する法律（教育基本法・学校教育法・学校保健安全法） 

 教育基本法の中で、国および地⽅公共団体は、障害のある者が障害の状態に応じ、⼗分な

教育を受けられるよう、教育上必要な⽀援を講じなければならないと定められています。 

 学校保健安全法の中で市町村の教育委員会は、初等教育に就学する前年度に就学時健康

診断を実施すると定められています。 

 また、学校教育法の中で「特別⽀援教育」が位置づけられ、特別⽀援学校、特別⽀援学級、

通級指導教室などの役割が定められるとともに、発達障害の⼦どもなどが在籍する通常の

学級を含むすべての学校・学級において特別⽀援教育を実施することが明記されています。 
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（５）こども・⼦育て⽀援関連 令和 5 年 4 ⽉より  

 １）こども基本法 

こども基本法は、令和 4 年 6 ⽉に成⽴し、こども施策を社会全体で総合的かつ強⼒に推

進していくための包括的な基本法として、こども施策の基本理念のほか、こども⼤綱の策定

やこども等の意⾒の反映などについて定めています。これにより令和 5 年 4 ⽉よりこども

家庭庁が創設され、成育局に⺟⼦保健関連が、⽀援局に障害児⽀援関連の組織が構成され、

今後、こども関連の政策はこども家庭庁が担っていくことになります。 

 

２）成育基本法 

成育基本法は、平成 30 年 12 ⽉に成⽴し、すべての妊産婦・こどもとその保護者に対し

て、妊娠期から成⼈期までの切れ⽬のない⽀援体制を保障する基本理念を定めた、「⺟⼦保

健法」「児童福祉法」などに分かれているこどもに関する法律を統括する法律です。こども

の健全な育成は国、地⽅公共団体、保護者、関係機関等の責務であることを明記し、保護者

の⽀援を含め、保健、医療、福祉、教育などの分野の連携と総合的な施策の推進を規定して

います。 

 

２．社会資源など 

 

（１）⽀援サービス・相談を直接⾏う機関や施設  

 １）市町村 

 市町村は、障害者総合⽀援法に定められた地域⽣活⽀援事業を⾏います。地域の特性や利

⽤者のニーズに応じて、相談⽀援事業、地域活動⽀援センターなどのサービスを提供します。 

 また、市町村は乳幼児や就学児に対して健康診断を⾏い、発達障害の早期発⾒に努めます。

また、発達障害児の保護者に対して相談機関・医療機関への紹介やその他の助⾔を⾏います。 

 障害児者の福祉を担当する部署を設置し、関係部署との連携体制の構築や、早期発⾒・早

期⽀援の推進、⼈材確保、⼈材養成 専⾨的な機関との連携を⾏います。障害者福祉担当部

署では、障害者総合⽀援法に基づいた障害者⼿帳、各種⼿当、障害に関する総合的な相談に

対応します。保健センターでは⺟⼦保健、⼦育てに関する相談に対応します。教育委員会で

は学校⽣活に関する相談に対応します。 
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 ２）障害児相談⽀援事業所 

 相談⽀援専⾨員が、障害福祉サービス利⽤を希望される保護者や障害児からの聞き取り

を⾏い、必要なサービス等利⽤計画案の作成、及び⽀給決定後のサービス等利⽤計画の⾒直

し（モニタリング）を⾏います。⼀連のケアマネジメントを通して、障害児の⾃⽴した⽣活

を⽀え、障害児の抱える課題の解決や適切なサービス利⽤を⽀援する事業所です。 

 

 ３）発達障害者⽀援センター 

 都道府県・政令指定都市に設置され、発達障害児者、家族に対して関係機関と連携しなが

ら相談、発達、就労に関して⽀援を⾏います。また、関係機関、⺠間団体等への発達障害の

研修、普及啓発を担います。 

 

 ４）精神保健福祉センター 

 都道府県・政令指定都市に設置され、総合的に⼼の健康に関する相談、⽀援、啓発を⾏う

機関です。発達障害⽀援センターを併設することがあります。 

 

 ５）児童発達⽀援事業所・児童発達⽀援センター 

 児童発達⽀援事業所は、地域において就学前の障害児とその家族に対して通所による児

童発達⽀援のサービスを提供します。児童発達⽀援センターは、地域における障害児の専⾨

施設として中核的な役割を担い、施設への通所⽀援のほか、地域で暮らす障害のある⼦ども

や家族への⽀援、障害のある⼦どもを預かる機関との連携・相談・⽀援を⾏います。 

 

 ６）障害児⼊所施設 

 障害のある児童を⼊所させて、保護、⽇常⽣活の指導および⾃活に必要な療育等を⾏いま

す。福祉サービスを⾏う「福祉型」と、福祉サービスに併せて医療を⾏う「医療型」があり

ます。 

 

 ７）地域活動⽀援センター 

 市町村が⾏う地域⽣活⽀援事業として、通所による創作活動や交流の場を提供します。 

 

 ８）医療機関 

 発達障害の診断、⼼理検査、医学的検査などを⾏い、医学的助⾔や必要に応じて薬物治療

などを⾏います。 
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 ９）放課後等デイサービス 

 就学している障害児に、授業の終了後⼜は休業⽇に、⽣活能⼒の向上のために必要な訓練、

社会との交流の促進などを⾏います。 

 

（２）⽀援サービスを直接⾏う⽀援者や相談プログラム  

 １）発達障害者地域⽀援マネジャー 

 都道府県および政令指定都市の発達障害者⽀援センター等に配置し、障害福祉サービス

事業所等が抱える困難ケース等に対する訪問⽀援（相談⽀援・技術⽀援）およびその他必要

な⽀援や助⾔等を⾏うとともに、地域において発達障害児者の特性に沿った対応ができる

よう関係機関等との連携を図り、地域における総合的な⽀援体制整備への必要な相談、助⾔

等を⾏います。 

 

 ２）巡回⽀援専⾨員 

 発達障害に関する知識を有する専⾨員が、保育所や放課後児童クラブ等の⼦どもや保護

者が集まる施設・場への巡回などを実施し、施設職員や保護者への助⾔等の⽀援を⾏います。

さらに、引き続き⾒守り等が必要な⼦どもおよびその家庭等に対して、⼾別訪問等を⾏いま

す。 

 

 ３）障害児の家族への⽀援 

 同じ悩みを持つ当事者同⼠や家族に対するピア・サポート、ペアレント・メンター養成等

事業、ペアレント・プログラム、ペアレント・トレーニング等を実施しています。 

 また、各地域で親の会などが組織されています。 

 

 ４）就学相談 

 障害のある⼦どもの就学先を決めるため、⼦ども、家族、教育委員会の間で評価と話し合

いが⾏われます。医学的観点や⼼理学的観点からの評価と⼦どもや家族の希望とを総合的

に検討して就学先が決定されます。 

 

（３）⽀援体制の在り⽅を協議する場  

 １）発達障害者⽀援地域協議会 

 発達障害児者の⽀援体制の整備を図るために、都道府県・政令指定都市が設置する協議会

です。発達障害者およびその家族、学識経験者並びに医療、保健、福祉、教育、労働等に関
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する業務を⾏う関係機関および⺠間団体に従事する者で構成されます。関係者等が相互の

連絡を図ることにより、地域における発達障害者の⽀援体制に関する課題について情報を

共有し、関係者等の連携の緊密化を図るとともに、地区の実情に応じて体制の整備について

協議を⾏います。 
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Ⅱ 地域の⽀援体制の確認 
 

１．Q-SACCS を⽤いた地域⽀援体制の点検 

 

 発達障害の⼦どもたちの⽀援に携わるさまざまな職種の⼈たちが、⾃分が包括的な⽀援

体制の中でどのような位置づけで仕事をしているのか、連携をとる他職種にどのような⼈

たちがいるのか、誰から引き継ぎを受け、誰に引き継いでいくのかなど、⽀援をシステムと

してとらえるためには、働いている地域の⽀援体制を理解しておくことは重要です。各⾃治

体で発達障害のある⼦どもと家族に関わる⽀援者、そして⾏政担当者は、各地域の⽀援体制

について定期的に点検し、体制が整備されている部分、課題が残る部分について把握してお

く必要があります。 

 発達障害児者等の⽀援体制を分析・点検するための地域評価ツールとして開発された「発

達障害の地域⽀援システムの簡易構造評価（Quick Structural Assessment of Community 

Care System for neurodevelopmental disorders; Q-SACCS）」は、基礎⾃治体の⾏政担

当者が施策を検討する際に、⾃治体ですでに達成できていることや課題が残っていること

を確認するためのツールとして開発されました。それだけでなく、都道府県・政令指定都市

の発達障害者⽀援センターの職員、地域⽀援マネジャー、特別⽀援教育コーディネーターな

どが担当する地域の⽀援体制を概観するために役⽴てることもできます。また、発達障害の

⽀援に関わる⽀援者が、⾃分の働く地域の⽀援体制を把握し、連携すべき他職種を確認する

ために⽤いることもできます。 

 各地域で Q-SACCS を活⽤して地域分析をしていただくためのマニュアルはインターネ

ット上に公開されています（https://q-saccs.hp.peraichi.com/）。このサイトで動画の閲

覧や記⼊⽤シートのダウンロードも可能です。Q-SACCS の記⼊法の詳細や、⾃治体で実際

にこれを⽤いて地域分析をした模擬事例については、そちらをご参照ください。 

 就学前は、Q-SACCS の「0〜3 歳から 7〜15 歳まで」のシートを使ってください（表１）。 

 

 

２．制度・事業による⽀援サービス機能の整理 

 

 ⾃治体の Q-SACCS が完成したら、それぞれの欄に記載された事業やツールなどがどの

ような機能を有しているのかを整理してください。 
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 就学前に必要な⽀援サービス機能と⽀援段階のテンプレートを表２にまとめました。こ

れを参考にして、それぞれの機能に対応して各⾃治体で利⽤可能なサービス、事業、社会資

源などについて整理してください。テンプレートにない⽀援サービス機能がある場合は、適

宜追加して表を完成させてください。 

 障害者総合⽀援法で定めている市町村地域⽣活⽀援事業および都道府県地域⽣活⽀援事

業の任意事業が実施されているかどうかを確認し、必要に応じて活⽤を検討してください。 
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Ⅲ 地域ケアパスの作成 
 

１．概要図の作成 

 

 ⽀援サービスの機能と各サービスが位置する⽀援段階の概要は、図１のようなテンプレ

ートにまとめることができます。このテンプレートを参考にして、各⾃治体の事情に応じた

地域ケアパスの概要図を作成してください。 

 

 

２．個々の⽀援サービス機能に関する説明 

 

 各⽀援サービス機能について、住⺠向けにその内容の説明を記載し、各⾃治体でそのサー

ビス機能を担う事業や社会資源などをリストアップしてください。テンプレートを表３に

⽰します。 

 気づきや⽀援へのつなぎの段階では、⼦どもに発達障害があると確定したわけではあり

ません。妊娠、出産から⼦育て全般にわたる公的サービスの中で、発達について定期的にフ

ォローアップが必要と思われた⼦どもの家族⽀援や、発達に気になるところがあるものの

専⾨的な発達の評価や診断につなぐかどうかの⾒きわめの段階の家族⽀援では、障害があ

ることを前提とした説明に偏らないよう注意する必要があります。⼀⽅で、実際に⽀援が必

要な⼦どもや家族に対しては、機を逸することなく⽀援につながるよう、タイムリーな関わ

りを⼼がけなければなりません。各サービス機能に関する説明では、家族の不安を煽ること

のないように表現に配慮しつつも、着実に⽀援にアクセスするために必要な情報を記載し

てください。 

 



7〜15歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4〜6歳

継時的
インターフェイス

（引き継ぎ）
5W1H

0〜3歳
＜市町村名 ＞
＜⼈⼝︓ ⼈＞

＜年間出⽣︓ ⼈＞

レベルⅠ（毎⽇）
⽇常⽣活⽔準

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

レベルⅡ（定期的）
専⾨療育的⽀援

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

病院
＜内 ・外 ＞・・・継続・・・病院

＜内 ・外 ＞・・・継続・・・病院
＜内 ・外 ＞

レベルⅢ
医療的⽀援

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

表１-1．就学までのQ-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）
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２）自治体の発達支援システムの強みと課題を整理するために色分けします

青：事業化できている ： 質を担保しつつ、均てん化されている＝強み

赤：明確化が課題 ： 手続きが不明確（個人に依存している）

緑：機能強化が課題 ： 質の向上・マンパワーの補足

１）白い枠・黄色い枠に記入した取り組み・事業・機関の位置づけを

整理するために記号を記入します

〇 ： 事業の全てを自治体職員で実施 （公設公営）

△ ： 一部の機能を外部に委託して実施 （公設民営）

□ ： 全てを外部に委託して実施 （民営）

表1-２．Q-SACCSによる支援体制の点検
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表2. 就学前に必要な⽀援サービス機能および⽀援段階と⾃治体のサービス・事業などとの対応（テンプレート）
⾃治体で利⽤可能なサービス・事業・社会資源など⽀援段階法制度種類機 能

⽣活の場、気づき児童福祉法・学校教育法a保育所・幼稚園・認定こども園

気づき⺟⼦保健法a⼦育て・発達に関する情報発信

気づき⺟⼦保健法a⼦育て相談

気づき⺟⼦保健法a乳幼児健康診査

気づき、⽀援へのつなぎ児童福祉法・障害者総合⽀援法b園への巡回相談

⽀援へのつなぎ、⺟⼦保健法b発達特性の評価

⽀援へのつなぎ⺟⼦保健法b発達相談

⽀援へのつなぎ⺟⼦保健法b受診⽀援

⽀援へのつなぎ、継続的な⽀援発達障害者⽀援法b家族プログラム

継続的な⽀援児童福祉法b療育（通所・⼊所）

継続的な⽀援児童福祉法b保育所等訪問⽀援

継続的な⽀援b引き継ぎ会議・連携会議

継続的な⽀援医療法等c診断・リハビリテーション

学校へのつなぎ学校保健安全法a就学時健康診断

学校へのつなぎ学校教育法b就学相談

a: すべての⼦どもと家族が対象のサービス b: 専⾨的なサービス c: 医療サービス
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7〜15歳引き継ぎ4〜6歳引き継ぎ0〜3歳サービスのレベル（段階）

すべての⼦どもと家族が
対象のサービス

（⽣活の場・気づき）

つなぎ
・連携

専⾨的なサービス
（継続的な⽀援）

つなぎ
・連携

医療サービス
（継続的な⽀援）

障害のある⼦どもに関する相談窓⼝︓児童相談所、保健所、児童家庭相談窓⼝
発達障害についての相談︓発達障害者⽀援センター、発達障害窓⼝
教育についての相談︓特別⽀援教育課
福祉サービスについての相談︓福祉事務所、相談⽀援事業所
当事者団体︓親の会

その他

図1. 発達障害の地域ケアパスの概要図（就学前）（テンプレート）

(2) ⼦育て相談

(7) 園への巡回相談

(4) 発達特性の評価

(10) 療育（通所・⼊所）

(9) 診断・リハビリテーション

(13) 引き継ぎ会議

(10) 療育（通所・⼊所）

保育所・幼稚園・認定こども園 ⼩学校（通常学級）(14) 就学時健康診断

放課後児童クラブ

(6) 家族プログラムⅠ

(13) 引き継ぎ会議

(1) ⼦育て・発達に関する情報発信

(3) 乳幼児健康診査

(5) 発達相談

特別⽀援教育

(15) 就学相談

(12) 保育所等訪問⽀援

(8) 受診⽀援 (8) 受診⽀援 (8) 受診⽀援

(11) 家族プログラムⅡ

(13) 連携会議

(13) 連携会議 (13) 連携会議

(13) 引き継ぎ会議

(13) 連携会議

(12) 保育所等訪問⽀援

(13) 連携会議

(12) 保育所等訪問⽀援

(7) 園への巡回相談

(4) 発達特性の評価

(6) 家族プログラムⅠ

(5) 発達相談

(13) 連携会議

(2) ⼦育て相談

(1) ⼦育て・発達に関する情報発信

(3) 乳幼児健康診査
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表3-1. 個々の⽀援サービス機能に関する説明（テンプレート）
継続的な⽀援
（９）診断・リハビリテーション

発達障害が疑われる⼦どもの診断や、発達障害と診断された⼦どもに対する運動⾯や⾔語
⾯などのリハビリテーションを⾏います。
実施機関︓〇〇〇

（１０）療育（通所・⼊所）
通所や⼊所の形態で、発達障害の⼦どもに対する療育を⾏います。
実施機関︓〇〇〇

（１１）家族プログラムⅡ
発達障害のある⼦どもの家族を対象として、「ペアレント・プログラム」「ペアレント・
トレーニングを実施しています。また、同じ悩みを持つ家族同⼠のつながりを⽀援する
「ピアサポート推進事業」や「ペアレント・メンター」の養成を⾏っています。地域にあ
る親の会などの当事者団体の紹介も⾏っています。
実施機関︓〇〇〇

（１２）保育所等訪問⽀援
家族の依頼に応じて、保育所・幼稚園・認定こども園、学校、放課後等児童クラブなどの
集団⽣活の場に発達の専⾨家が訪問し、専⾨的な⽀援を⾏います。
実施機関︓〇〇〇

（１３）引き継ぎ会議・連携会議
お⼦さんまたは家族の希望に応じて、関わる複数の機関・職種の⼈たちが集まって引き継
や連携のための会議を開催します。
問い合わせ先︓〇〇課

お⼦さんの健康・発達全般に関する相談
（１）⼦育て・発達に関する情報発信

⼦育て全般に関する情報や発達に関する情報を、広報などで発信しています。
（２）⼦育て相談

お⼦さんの健康や育児に関する悩みなどについて、相談事業を⾏っています。
実施機関︓市町村の保健所

（３）乳幼児健康診査
乳幼児健康診査で、お⼦さんの発達状況を確認します。
実施機関︓市町村の保健所

お⼦さんの発達が気になるときの相談
（４）発達特性の評価

お⼦さんの発達の特性に関する評価を⾏います。
実施機関︓市町村の保健所

（５）発達相談
発達に気になるところがある⼦どもの家族の相談を⾏います。発達特性の評価をもとにお
⼦さんの特性に応じた⼦育ての⼯夫について助⾔します。
実施機関︓市町村の保健所

（６）家族プログラムⅠ
発達に気になるところのある⼦どもの家族を対象とした「親⼦グループ」や「ペアレン
ト・プログラム」「ペアレント・トレーニング」を⾏っています。
実施機関︓市町村の保健所

（７）園への巡回相談
発達に関する専⾨家が保育所・幼稚園・認定こども園などを巡回して、園⽣活の中でのお
⼦さんの活動の様⼦を観察し、お⼦さんが充実した園⽣活を送ることができるよう助⾔し
ます。発達に気になるところがあるお⼦さんについては、専⾨的な発達相談等につなげる
かどうかの相談も⾏います。
問い合わせ先︓〇〇〇

（８）受診⽀援
必要に応じて医療機関や相談機関を紹介します。ご希望があれば受診等に保健師が同⾏し
ます。
実施機関︓市町村の保健所

学校への引き継ぎ
（１４）就学時健康診断

⼩学校⼊学予定のすべての⼦どもを対象として、⼊学の5〜6か⽉前に各学校で実施される
健康診断です。⾝体⾯の健康状態だけでなく、発達やこころの健康についても確認します。
実施機関︓⼩学校

（１５）就学相談
障害のある⼦どもの就学先を決めるため、⼦ども、家族、教育委員会の間で評価と話し合
いが⾏われます。医学的観点や⼼理学的観点からの評価と⼦どもや家族の希望とを総合的
に検討して就学先が決定されます。
実施機関︓市町村の教育委員会
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表3-2. その他の情報（テンプレート）

（１）障害のある⼦どもに関する相談窓⼝
児童相談所（都道府県・指定市・特例市）︓⼦どもに関する様々な相談
保健所（市町村）︓健康・発達に関する相談
児童家庭相談窓⼝（市町村）︓⼦どもに関する様々な相談

（２）発達障害についての相談
発達障害者⽀援センター（都道府県・指定市）︓発達障害に関する相談
発達障害窓⼝（市町村）︓発達障害に関する相談

（３）教育についての相談
特別⽀援教育課︓特別⽀援教育（合理的配慮など）に関する相談

（４）福祉サービスについての相談
福祉事務所（市町村）︓制度利⽤、施設⼊所、障害者⼿帳、特別児童扶養⼿当、障害児福祉⼿当などに関する相談
相談⽀援事業所︓⽣活全般の相談、計画相談（サービス等の利⽤と連絡調整）など

（５）当事者団体
親の会︓家族同⼠の交流、学習会、情報交換など
主な親の会︓〇〇〇
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Journal of Child 
Psychology and 
Psychiatry 

63 1563-
1573 

2022 

山口美季，本田秀

夫，篠山大明，鷲

塚伸介 

通常学級で発達障害の子ども

が困難に感じやすい場面にお

ける支援方法に関する学校教

員と医師の意識の比較に関す

る探索的研究 

精神科治療学 37 1023-
1031 

2022 

Sasayama D, 
Kuge R, Toibana 
Y, and Honda H 
 

Trends in Diagnosed 
Attention-
Deficit/Hyperactivity 
Disorder Among Children, 
Adolescents, and Adults in 
Japan From April 2010 to 
March 2020 

JAMA Network 
Open 

5 e2234179 2022 

本田秀夫，長野

佳子 
発達障害の人たちの余暇活動

支援 
小児内科 54 1179-

1182 
2022 

清水亜矢子，本

田秀夫 
プライマリケア医が診る子ど

もの発達障害 
日本医事新報 5129 18-32 2022 

本田秀夫 自閉スペクトラム症 日本医師会雑誌 151特
別号 

S166-
S168 

2022 

本田秀夫，永春

幸子 
神経発達症の臨床で知ってお

きたい制度・社会資源・連携

機関 

精神科治療学 37 1371-
1376 

2022 



114 
 

本田秀夫 「つなぎ」の視点からみた発

達障害の支援 
こころの科学 227 14-19 2023 

小倉加恵子 母子保健から療育へ－こども

と親を支える発達支援 
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